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第１章 概 要 
  １ 設立 

独立行政法人北方領土問題対策協会（以下「協会」という。）は、平成 15 年

10 月 1 日、独立行政法人北方領土問題対策協会法（平成１4 年 12 月 6 日法律第

132 号。以下「協会法」という。）及び独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103

号。以下「通則法」という。）に基づき、設立された。協会設立の時において、

特殊法人北方領土問題対策協会（旧協会）は解散し、協会は、旧協会の一切の権

利及び義務を引き継いだ。なお、協会は、通則法に定める非特定独立行政法人で

ある。 

設立の日（10 月 1 日）に、主務大臣（内閣総理大臣及び農林水産大臣）から

平成 15 年 10 月から平成 20 年 3 月までの期間に協会が達成すべき「中期目標」

の指示があり、これを受けて協会は、中期目標を達成するための「中期計画」を

作成し、翌 2日に主務大臣の認可を受けた。引き続き協会は、同月 3日、中期目

標期間の初年度に当る「平成 15 年度計画」を主務大臣に届け出るとともに、協

会ホームページ（「四島のかけ橋」）において公表した。 

また、通則法第 28 条に規定する業務方法書についても設立の日に主務大臣の

認可を得た。業務方法書においては、一般的な業務遂行の方法を定めるほか、貸

付業務にかかる貸付金の種類、利率、限度額等の貸付条件および年間の貸付枠を

定めている。これは、旧協会時代の業務方法書（主務大臣認可）を引き継いだも

のであるが、貸付業務は法律（北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に関する

法律（昭和 36 年法律 162 号。以下「旧漁業権者等特措法」という。）の施行事務

であり、事業の重要事項は、主務大臣認可の業務方法書で確立することが適当と

判断された。 

 

《旧協会の概要》 

 旧協会は、昭和 44 年 10 月、北方領土問題の解決促進のためには、国民世論の喚起を

図ることが肝要であり、このため全国的な規模で啓もう宣伝を展開する団体を設けるこ

とが必要であるとの趣旨から、当時の「北方協会＊」の業務全部及び「南方同胞援護会

＊＊」の業務の一部を継承し、北方領土問題対策協会法（昭和 44 年法律第 34 号）に基

づいて設立された。 

 ＊ 北方協会 

   北方地域旧漁業権者等の営む漁業その他の事業及びその生活に必要な資金を低利で融通し、これら

の者の営む漁業その他事業とその生活の安定を図ることを目的として、昭和 36 年 12 月に設立された。

 ＊＊ 南方同胞援護会 

   沖縄・小笠原等南方地域に関する調査研究、啓もう宣伝、同地域の居住者の援護等を行うことを目
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的として設立されたが、昭和 34 年の法改正により、北方地域を対象として同種の事業を行うこととさ

れた。 

 

  ２ 組織及び役職員 

    協会の組織については、東京に主たる事務所（事務局）を置くほか、札幌、根

室にそれぞれ事務所、連絡所を置くことにした。協会の規模（常勤職員数 19 名）

を考えれば、職員を配置する事務所を 2ヶ所持つことの負担は大きいが、貸付業

務は札幌事務所を中心に行なわれてきており、その利用者の地域分布、業務委託

機関や資金調達先との関係等から札幌事務所の必要性が高いことから、引き続き

札幌に事務所を置くこととしたものである。なお、根室連絡所には常勤職員はい

ない。 

    協会の役員は、理事長のほか、常勤理事（１名）、非常勤理事（５名以内）及

び監事（２名。非常勤）である。 

    １名の常勤理事は、理事長の下にあって、その総括的な補佐を行う役割を担う

ことも考えられるが、札幌事務所の重要性、貸付業務を円滑に進めるための対外

的信用等を考慮して、札幌事務所を勤務地とすることとした。しかし、その責任

の範囲は、専務理事として協会の業務全般に及ぶものとした。 

    非常勤理事は、協会の事業に関連の深い各分野等（外交、調査研究、広報、返

還運動、北海道代表）から選任し、専門の分野について協会の業務を分担し、理

事長を補佐することとした。 

    また、監事２名のうち１名は主に貸付業務関係を分担し、その勤務地は札幌事

務所とした。 

    協会の中期計画の期首における常勤職員数は 19 名であり、その内訳は、一般

業務勘定が７名、貸付業務勘定が 12 名である。 

 

《協会役員名簿 平成 16年 3月現在》 
      理事長     井 上 達 夫  

      専務理事    長 尾 明 宏  

      理事（非常勤） 都 甲 岳 洋 （元・駐露大使） 

       〃      佐 瀬 昌 盛 （拓殖大学海外事情研究所長） 

       〃      高 橋 は る み （北海道知事） 

       〃      田 中 里 沙 （「宣伝会議」編集長） 

       〃      米 谷 啓 和 （（社）日本青年会議所会頭） 

      監 事     上 関 征 治  

       〃      野 知 浩 郎  
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  ３ 個別項目 
   (1) 承継資産 

     協会法附則第２条第 1項の規定により、協会が旧協会から承継された資産の

価額は、同法附則第 2条第 5項の規定により、7,544,211,020 円とされた。 

① 一般業務勘定     334,249,611 円 

② 貸付業務勘定    7,209,961,409 円 

 

   (2) 貸付業務勘定とそれに対する補助金 

     協会法第１２条は、貸付業務については一般業務と区分して経理するため特

別の勘定（貸付業務勘定）を設けなければならないとしている。これは、貸付

業務が昭和 36 年に国庫から交付された 10 億円の基金を基本的な財源とし、旧

漁業権者等特措法に基づいて協会が実施している事業であるためである。 

     旧協会においても同様に貸付業務勘定を設けており、同勘定に対しては「利

子補給費」及び「管理費補給金」が国庫から交付されていた。この資金は独立

行政法人化後も引き続き国からの補助金として継続されることになった。この

ため、協会に対する国からの資金は、一般業務勘定に対する運営費交付金と貸

付業務勘定に対する補助金の２本立てとなっている。 

 

   (3) 会計監査人による監査 

     協会の資本金は２億７千万円余であり、会計監査人の監査が求められる規模

（資本金 100 億円以上等）を遥かに下回っているが、貸付業務において、貸付

金の財源とするため長期借入金を必要とすることから、会計監査人の監査を受

けなければならない法人となっている。（通則法第 39 条及び独立行政法人の組

織、運営及び管理に係る共通的な事項に関する政令第２条） 

 

   (4) 所在地等 
   〔東京事務局〕 

    〒102-0094 東京都千代田区紀尾井町７番１号 上智紀尾井坂ビル 

           TEL 03-3263-7691 FAX 03-3263-7693 

   〔札幌事務所〕 

    〒060-0004 北海道札幌市中央区北４条西５丁目１ アスティ 45 ビル 

           TEL 011-205-6121 FAX 011-205-6124 

   〔根室連絡所〕 

    〒087-0028 北海道根室市大正町 2-12 千島会館 

           TEL 0153-23-3501 
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第２章 業務の実績 

   独立行政法人としての第１年目となる本年度は、平成 15 年 10 月から翌

16 年３月までの６月間であったが、年間の主な事業は、年明けの「北方領

土の日」関連の支援事業を除いて、平成 15 年９月までの特殊法人の時期に

終了していたものが多かった。そのため、第１年目の業務実績は、既に終

った事業の後処理、次年度への準備等の限られた内容のものが太宗を占め

ている。 

 

 １ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

   独立行政法人化に伴い各種事業の効率化、経費の縮減等が一層強く求められるこ

とになったが、第１年目においては、主要な事業が既に終っていたので、直接的な

対応が可能なものは限られていた。そこで第１年目は、２年目以降の業務の効率化、

経費の縮減に繋がるような体制の見直しや仕組みの整備等に重点を置いた。 

 

   (1) 業務の運営体制等の見直し、整備 

    ① 積み上げ方式による 16 年度執行予算の作成 

     特殊法人時代の執行予算は、政府予算により内容が固まり、さらに所管大臣

の認可を受けて決定された。このようなトップダウン方式による予算は、コス

ト・パフォーマンスや予算の計画的使用という意識を希薄にする原因の一つで

あった。そこで 16 年度以降の執行予算については、担当係毎の積み上げによ

り作成し、その過程を通じて目的意識、コスト意識を高めると同時に、年度内

の経費の管理も第一次的には各係において行うこととした。 

 

《執行予算作成の手順》 

平成 15 年 12 月  政府予算の決定 

  16 年 １月  係案の検討、作成 

     2 月  取まとめ係（総務課企画係・会計係）に係案を提出 

     3 月  ①取まとめ係案の作成 

         ②事務局長調整を経て事務局案を作成 

         ③事務局案役員会に説明、終了後、理事長決裁 

 

    ② 「北方四島交流推進全国会議」の廃止とビザなし交流事業の直轄化 

青森以南の地区にかかる北方四島交流事業（訪問事業および受入事業）は、

返還運動団体等が構成する「北方四島交流推進全国会議」（以下、「全国会議」

という。）が実施してきたが、実際の事務は「全国会議事務局」と位置付けら
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れた旧協会（事務局）が処理してきた。訪問事業は内閣府予算、受入事業は外

務省予算という事情等を踏まえた措置であったが、独法化後は会計処理上の問

題や協会の責任体制が不明確になることなどが懸念された。 

そこで、協会の独法化を契機に、関係者の同意を得て、平成 15 年 12 月に全

国会議を廃止し、その業務は協会が直接実施する体制に改めた。これにより、

会計処理上の問題が解消されるとともに、今後は協会の責任においてこれらの

事業の改善や効率化が行なえる体制となった。なお、全国会議の廃止後、返還

運動関係団体間の調整等を目的とする「北方四島交流全国推進協議会」（「全国

推進協」）を、協会内に設置した。 

 

    ③ 札幌事務所の処理事務の拡大、組織上の位置付け整序 
     札幌事務所は、歴史的な経緯もあり、従前はもっぱら貸付業務に特化し業務

を処理してきた。しかし、独法化に伴い、協会全体としての効率的な業務の遂

行、オールラウンドな人材の育成と適正な人事配置等がより強く求められるこ

とになったこと等に的確に対応するため、協会「北海道支社」としての札幌事

務所の位置付けを明確化するとともに、札幌事務所が処理する事務に、①北海

道内における啓発活動に関すること、②元島民の援護に関することを新たに加

えた。 
これに伴い、役員（専務理事）の札幌事務所長兼務制を廃止し、札幌事務所

を事務局（長）の下に置かれる組織として位置付け、事務局組織の整序を図っ

た。（以前の札幌事務所は、組織図上、事務局と同列の組織であった。） 
 

協会組織図（平成 15年 10月１日～） 

評議員会

理事長 

監事 

理 事 事務局

局長 

総務課 

業務課

札幌事務所 
総務課 

融資課 

根室連絡所 

所長 
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    ④ 役員会議・事務局会議の定例的な開催等 

    (ｱ) 役員会議 

      役員（理事長、理事および監事）の会議を定期的に開催することにより、

役員主導による計画的、効率的な協会運営を目指すとともに、専門分野を持

った非常勤役員の活用を図った。 

特に、１名の常勤理事（専務理事）を札幌事務所に配置したこともあり、

常任役員（理事長、専務理事）間の緊密な意思疎通、東京--札幌間の円滑、

効率的な連絡・事務処理の実現を図るために、常任役員会を原則として、毎

月開催することとした。 

 

  《役員会議開催状況（平成 15年 10月～16年３月）》 
 開催年月日 会議の種類 主 な 議 題 備 考 

１ 10 月 １日 役員会 中期目標・計画、役員の分担分野等 初会合 

２ 11 月 12 日 常任役員会 業務報告、各種規定の整備等 札幌開催

３ 12 月 25 日 理事会 業務報告、政府予算の概要等  

４  1 月 27 日 常任役員会 業務報告、執行予算の作成方針等 札幌開催

５  3 月 16 日 常任役員会 業務報告、北方四島交流事業計画等  

６  3 月 22 日 役員会 業務報告、16 年度計画及び予算等  

注）役員会･･全役員、理事会･･理事長と全理事、常任役員会･･理事長と専務理事 
 
    (ｲ) 事務局会議 
      毎週月曜日に、事務局員による会議を開催し、各課各係の事務の進捗状況、

課題処理の現状等を確認することにより、計画的、効率的な業務の遂行を図

ることにした。 
 
    ⑤ 各種業務マニュアルの作成 

     事務の効率化、職員の能力向上、重複事務の排除等に資するため、次に掲げ

るマニュアル等を作成し、活用の推進を図った。 

    (ｱ) 研修マニュアル 

      若手職員の能力向上を目的として、仕事の進め方、職場のチームワーク、

上司・同僚とのコミュニケーション、効果的な会議、文書の管理等を盛り込

んだ研修マニュアルを作成した。 

    (ｲ) 事務作業マニュアル 

      事業を効果的・効率的に実施するため、協会主要事業の企画、計画、準備、

実施、総括等の作業手順を時系列的に記した以下のマニュアルを作成した。 

     [1] 北方領土問題教育指導者現地研修会・青少年現地研修・交流会 
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     [2] 北方領土ゼミナール 

     [3] 北方四島交流事業 

     [4] 国際シンポジウム 

    (ｳ) ホームページ更新作業マニュアル 

      北方領土問題、返還運動等の最新情報を迅速に国民に伝達するため、ホー

ムページの更新を各担当係が行えるようにホームページ更新作業マニュア

ルを作成した。 

    (ｴ) 北方四島交流参加者マニュアル 

      北方四島交流訪問事業への参加に当たっての留意事項、北方領土問題を四

島側住民に正しく伝えるための対話集会、交流会での基礎資料集、ホームビ

ジットの進め方等に関する統一的なテキストを作成した。 

     [1] 北方領土問題とは PARTⅠ.Ⅱ 

     [2] 北方四島訪問のしおり 

     [3] ホームビジットによせて 

     [4] 安全のための心得 

    (ｵ) 延滞債権管理関係 

      延滞発生の防止と延滞債権の円滑な回収を図るべく、延滞状況に応じた督

促方法や督促のポイント及び処理方法をマニュアル化した「延滞債権督促マ

ニュアル」を作成し、処理の効率化を図った。 

 

    ⑥ コスト管理が可能な会計システムの導入 

     独立行政法人会計基準及び企業会計原則に準拠した専用会計システムを導

入し、従来になかった会計管理機能（予算管理、出納管理、決算管理）、調達

管理機能（発注情報入力等）を一貫して管理することにより、収入支出決議書

作成から仕訳伝票作成、決算報告書作成までの一連の業務をコンピューター化

して、事務作業の効率化を実現した。 

     また、事務作業の効率化により、会計情報のより迅速な提供が可能となり、

協会の業務運営に関する的確な判断を下し易くなった。 

     さらに、会計管理機能と固定資産管理機能を連携させることにより、協会の

資産管理が簡単になるとともに減価償却データを利用しての伝票発行が可能

となり、計算・集計・伝票発行という事務処理を省力化することができるよう

になった。 

 

   (2) 経費の削減 
    ① 節約の呼び掛け等 
     返還要求運動の推進に当たっては、関係組織・団体が行う各種行事等への支
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援が大きなウェートを占めている。運動の後退を招かないように配慮しつつ、

「会場費、会議費などを見直すなど、コスト削減に鋭意努力」していただくこ

とを、あらゆる機会を捉えて呼び掛け、協力を要請した。（「都道府県民会議全

国代表者会議」など、下記(3)の①に掲げる会議等の場を活用） 
また、協会内部においても節約の周知徹底を図るとともに、入札に関する規

程を早々に整備し、「原則入札」の考え方を浸透させた。 
 
    ② ペーパーレス化の推進等 
     東京の事務局には、協会 HP のための Web サーバの他に、メールサーバ、フ

ァイルサーバが整備されており、それらの上に LAN システムが構築され、すべ

ての職員が利用可能なグループウェアが稼動している。これにより各課、各職

員が作成する多種多様な文書を共有することが可能となり、その結果、文書作

成作業の軽減、作業時間の短縮化が図られ、文書の保管、管理、検索も容易と

なった。 

     局内の連絡・通知については、グループウェアの掲示板及び電子メールの利

用の促進、関係団体等への文書の配布については電子メール化を推進し、紙の

節約、迅速な情報提供に効果をあげている。 

 

    ③ 政府広報との連携 

     北方領土問題に関する政府広報の実施については、内閣府北方対策本部が窓

口となり「北方領土の日」などを中心として、各種多様なメディア広報などの

促進が図られている。協会においては、中期計画の重点の一つである「学校教

育における北方領土教育の充実」を推進するために適切な教材の作成、提供が

極めて重要であることに鑑み、「教師用副読本・CD-ROM『みんなで考えよう知

ろう北方領土』」（財団法人日本経済教育センター編集・発行）の企画、作成に

全面的に協力するとともに、平成 16 年３月に全国の中学校、高等学校に配布

された『北方領土』について、教育者会議等に周知するとともに、活用等の促

進を図った。 

 

   (3) その他 

    ① 外部の関係機関等との連絡・連携の強化 

北方領土返還要求運動は、組織・個人の自発的な活動を基盤とするものであ

り、協会の役割はそれらの関係組織・団体等と連携を図り、活動の方向付けや

必要な支援を行ない、運動の推進を図ることであるので、そのものの様々な連

絡・連携の機会を設けている。 
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《関係組織・団体等の連絡・連携》 
 項  目 名   称 参 加 者 等 協 会 備  考 

全国都道府県民会議 

代表者会議 

県民会議の代表 共  催 年末を定

例とする 

推進委員全国会議 推進委員 主  催 毎年４月 

ﾌﾞﾛｯｸ会議幹事県会議 各年度のﾌﾞﾛｯｸ幹事県

の県民会議代表 

主  催 年間に２

乃至３回 

県民会議関係 

ﾌﾞﾛｯｸ連絡協議会 ﾌﾞﾛｯｸ内の県民会議代

表 

共  催 原則とし

て年１回 

北連協総会 加盟団体 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 年 1 回 北連協関係 

北連協幹事会 幹事団体 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 適  宜 

全国大会関係 

(2 月 7 日・北

方領土の日) 

全国大会実行委員会 北連協幹事団体 

地方公共団体 

内閣府 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 適  宜 

北海道関係 北方関係団体連絡会議 北海道、北方同盟、千

島連盟 

共  催 原則とし

て年 4回 

関係団体五者協議 北海道、道推進委員

会、内閣府、外務省 

共  催 原則とし

て年 3回 

ビザなし交流 

北方四島交流全国推進

協議会 

県民会議代表 

北連協代表 

主  催 原則とし

て年 3回 
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２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 
 

 (1) 国民世論の啓発 

  ① 北方領土返還要求運動の推進 

   (ｱ) 県民会議、北連協等が実施する事業への支援実績 

     北方領土返還要求全国大会の開催、県民会議、北連協等が実施する事業に対

し、啓発資料・資材の提供、啓発パネル・ビデオの貸与、講師派遣、経費助成

等の支援を行った。 

 

    ≪啓発事業実績≫ 
事  業 平成１５年上半期 平成１５年下半期 平 成 １ ５ 年 度 計 平成１４年度実績 

県 民 大 会 ６ ３０ ３６ ３４ 
研 修 会 ・ 講 演 会 １３ ８ ２１ １６ 
キャラバン・署名活動 ３ ３４ ３７ ２７ 
パ ネ ル 展 ５ １８ ２３ １５ 
北連協等が行う啓発 
事 業 ５ ７ １２ １０ 

合  計 ３２ ９７ １２９ １０２ 

 

  〔北方領土返還要求全国大会〕 

    2 月７日「北方領土の日」制定以来継続して開催されている「北方領土返還要

求全国大会」に対し、啓発資料の提供、人的支援、経費助成等の支援を行った。 

    [開催月日]  平成 16 年 2 月７日（北方領土の日） 

    [開催場所]  九段会館（東京都） 

    [出 席 者]  内閣総理大臣、外務大臣、沖縄及び北方対策担当大臣 

           各政党代表等各界各層代表 

    [参 集 者]  全国の返還運動関係者及び元島民等１，６００名 

    [主  催]  北方領土返還要求全国大会実行委員会 

    [内  容]  スライドで見る「ビザなし交流」 

           実行委員長挨拶 実 行 委 員 長    松 浦 利 明 

           政府代表挨拶  内閣総理大臣    小泉純一郎 

           北方領土問題と昨今の日露関係 

                   外 務 大 臣    川 口 順 子 

           北方四島の返還実現を強く望む 

 

10



            北方四島の返還を求める 

                   北方対策担当大臣  茂 木 敏 充 

            粘り強く運動に取り組む 

                   各界各層代表 

            北方領土に上陸して 

                   ﾉﾝﾌｨｸｼｮﾝ作家    上 坂 冬 子 

            私たちの役割 議員連盟代表     武 部  勤 

           返還要求運動の原点根室からの訴え 

                   根 室 市 長    藤 原  弘 

           アピール 

 

  〔県民会議が行う県民大会等〕 

    県民会議が開催した以下の県民大会、集会等に対し、啓発資料・資材の提供、

啓発ビデオ、講師派遣、経費助成等の支援を行った。 

 

   [1] 青森県 

      [事 業 名]  平成 15 年度北方領土返還要求青森県民大会 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月 14 日 

      [開催場所]  津軽伝承工芸館（黒石市） 

      [講  師]  澤英武氏（外交評論家） 

 

   [2] 岩手県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求運動岩手県大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月６日 

      [開催場所]  北上市文化交流センター（北上市） 

      [講  師]  上坂冬子氏（ノンフィクション作家） 

 

   [3] 宮城県 

      [事 業 名]  第 24 回「北方領土の日」宮城県女川集会 

      [開催月日]  平成 16 年２月７日 

      [開催場所]  女川町生涯学習センター（女川町） 

      [講  師]  杉山茂雄氏（法政大学名誉教授） 
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   [4] 山形県 

      [事 業 名]  平成 15 年度北方領土返還要求山形県民大会 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月 17 日 

      [開催場所]  オーヌマホテル（山形市） 

      [講  師]  鈴木咲子氏（元島民・択捉島出身） 

 

   [5] 茨城県 

      [事 業 名]  平成 16 年北方領土返還要求茨城県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年３月 19 日 

      [開催場所]  龍ヶ崎市文化会館（龍ヶ崎市） 

      [講  師]  飯田健一氏（国士舘大学大学院客員教授） 

 

   [6] 栃木県 

      [事 業 名]  第 22 回北方領土返還要求運動栃木県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 15 日 

      [開催場所]  コンセーレ（宇都宮市） 

 

   [7] 埼玉県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求埼玉県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年１月 28 日 

      [開催場所]  あけぼのビル（さいたま市） 

      [講  師]  杉山茂雄氏（法政大学名誉教授） 

 

   [8] 千葉県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求運動千葉県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年１月 27 日 

      [開催場所]  浦安市文化会館（浦安市） 

      [講  師]  山谷賢量氏（北海道新聞論説副主幹） 

 

   [9] 東京都 

      [事 業 名]  第 22 回北方領土の返還を求める都民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月３日 

      [開催場所]  津田ホール（東京都渋谷区） 
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   [10] 神奈川県 

      [事 業 名]  第 19 回北方領土返還要求運動神奈川県民大会 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月 28 日 

      [開催場所]  神奈川県民ホール（横浜市） 

      [講  師]  外務省ロシア課職員 

 

   [11] 長野県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求長野県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 14 日 

      [開催場所]  ホテル国際 21（長野市） 

 

   [12] 福井県 

      [事 業 名]  北方領土を考える県民のつどい 

      [開催月日]  平成 16 年２月６日 

      [開催場所]  県国際交流会館（福井市） 

      [講  師]  兵藤長雄氏（東京経済大学教授） 

 

   [13] 静岡県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求静岡県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年１月 22 日 

      [開催場所]  裾野市文化センター（裾野市） 

      [講  師]  枝村純郎氏（元駐ロ大使） 

 

   [14] 愛知県 

      [事 業 名]  北方領土の返還を求める県民のつどい 

      [開催月日]  平成 16 年２月９日 

      [開催場所]  テレピアホール（名古屋市） 

      [講  師]  斎藤勉氏（産経新聞論説・編集委員） 

 

   [15] 滋賀県 

      [事 業 名]  2004「北方領土の日」県民のつどい 

      [開催月日]  平成 16 年２月 17 日 

      [開催場所]  県男女共同参画センター（近江八幡市） 

      [講  師]  上坂冬子氏（ノンフィクション作家） 
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   [16] 京都府 

      [事 業 名]  北方領土返還要求第 22 回京都府民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月７日 

      [開催場所]  ルビノ京都堀川（京都市） 

      [講  師]  斎藤元秀氏（杏林大学教授） 

 

   [17] 大阪府 

      [事 業 名]  2004「北方領土の日」祈念大阪府民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月７日 

      [開催場所]  大阪市中央公会堂（大阪市） 

      [講  師]  鈴木咲子氏（元島民・択捉島出身） 

 

   [18] 兵庫県 

      [事 業 名]  平成 16 年「北方領土の日」記念県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月１日 

      [開催場所]  ホテルゴーフル神戸（神戸市） 

      [講  師]  月出皎司氏（県立新潟女子短期大学教授）

 

   [19] 和歌山県 

      [事 業 名]  第 23 回北方領土返還要求和歌山県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月３日 

      [開催場所]  海南市立保健福祉センター（海南市） 

      [講  師]  澤英武氏（外交評論家） 

 

   [20] 鳥取県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求運動鳥取県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月５日 

      [開催場所]  ホテルニューオータニ鳥取（鳥取市） 

      [講  師]  吹浦忠正氏（東京財団常務理事） 

 

   [21] 島根県 

      [事 業 名]  竹島・北方領土返還要求運動島根大会 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月 15 日 

      [開催場所]  西郷町総合体育館（西郷町） 
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   [22] 岡山県 

      [事 業 名]  第 22 回北方領土返還要求岡山県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月６日 

      [開催場所]  県総合福祉会館（岡山市） 

      [講  師]  山谷賢量氏（北海道新聞論説副主幹） 

 

   [23] 広島県 

      [事 業 名]  第 20 回北方領土返還要求広島県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月３日 

      [開催場所]  県民文化センター（広島市） 

      [講  師]  木村汎氏（拓殖大学海外事情研究所教授） 

 

   [24] 福岡県 

      [事 業 名]  平成 16 年北方領土返還促進福岡県民集会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 12 日 

      [開催場所]  福岡リーセントホテル（福岡市） 

      [講  師]  上坂冬子氏（ノンフィクション作家） 

 

   [25] 佐賀県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求佐賀県民集会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 14 日 

      [開催場所]  メートプラザ佐賀（佐賀市） 

 

   [26] 長崎県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求長崎県民集会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 10 日 

      [開催場所]  ＮＢＣビデオホール（長崎市） 

      [講  師]  渡邊光一氏（駒沢女子大学教授） 

 

   [27] 大分県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求大分県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月６日 

      [開催場所]  県庁正庁ホール（大分市） 

      [講  師]  佐瀬昌盛氏（拓殖大学海外事情研究所所長） 
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   [28] 鹿児島県 

    (a) [事 業 名]  北方領土返還要求鹿児島県民集会 

      [開催月日]  平成 16 年２月６日 

      [開催場所]  ホテル・レクストインかごしま（鹿児島市） 

 

    (b) [事 業 名]  北方領土返還要求奄美島民集会 

      [開催月日]  平成 16 年２月７日 

      [開催場所]  奄美サンプラザホテル（名瀬市） 

 

   [29] 沖縄県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求沖縄県民大会 

      [開催月日]  平成 16 年２月７日 

      [開催場所]  メルパルク沖縄（那覇市） 

      [講  師]  都甲岳洋氏（元駐ロ大使） 

 

  〔県民会議が行う研修会・講演会〕 

    県民会議が開催した以下の研修会、講演会等に対し、啓発資料・資材の提供、

講師派遣、経費助成等の支援を行った。 

 

   [1] 富山県 

      [事 業 名]  「北方領土の日」記念講演会 

      [開催月日]  平成 16 年２月８日 

      [開催場所]  高志会館（富山市） 

      [講  師]  木村汎氏（拓殖大学海外事情研究所教授） 

 

   [2] 大阪府 

      [事 業 名]  2004「北方領土の日」研修会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 11 日 

      [開催場所]  府立青少年会館文化ホール（大阪市） 

      [講  師]  上坂冬子氏（ノンフィクション作家） 

 

   [3] 奈良県 

      [事 業 名]  北方領土問題研修会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 27 日 

      [開催場所]  天理市文化センター（天理市） 

      [講  師]  皆川修吾氏（愛知淑徳大学教授） 
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   [4] 山口県 

      [事 業 名]  北方領土研修会 

      [開催月日]  平成 16 年 1 月 31 日～２月 1日 

      [開催場所]  防長青年館（山口市） 

 

   [5] 香川県 

      [事 業 名]  北方領土問題講演会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 12 日 

      [開催場所]  マリンパレスさぬき（高松市） 

      [講  師]  吉田進氏（環日本海経済研究所所長） 

 

   [6] 熊本県 

    (a) [事 業 名]  北方領土問題講演会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 24 日 

      [開催場所]  ホテル日航熊本（熊本市） 

      [講  師]  上坂冬子氏（ノンフィクション作家） 

 

    (b) [事 業 名]  北方領土問題講演会 

      [開催月日]  平成 16 年２月 24 日 

      [開催場所]  八代ロイヤルホテル（八代市） 

      [講  師]  上坂冬子氏（ノンフィクション作家） 

 

   [7] 鹿児島県 

      [事 業 名]  平成 15 年度北方領土返還運動学習会 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月 21 日 

      [開催場所]  宇検村国民体育館（大島郡宇検村） 

      [講  師]  河田弘登志氏（元島民・歯舞群島多楽島出身） 

 

  〔県民会議が行うキャラバン・署名活動等〕 

    県民会議が開催した以下のキャラバン・署名活動等に対し、啓発資料・資材の

提供、署名用紙の提供、経費助成等の支援を行った。 

 

   [1] 青森県 

    (a) [事 業 名]  北方領土返還運動啓発県内キャラバン 

      [実施月日]  平成 15 年 11 月 14 日 

      [実施場所]  黒石市内 
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    (b) [事 業 名]  「北方領土の日」記念街頭署名活動 

      [実施月日]  平成 16 年２月７日 

      [実施場所]  さくら野デパート前（青森市） 

 

   [2] 秋田県 

      [事 業 名]  2004 秋田県北方領土フェア 

      [実施月日]  平成 16 年２月１日から８日 

      [実施場所]  県青少年交流センター（秋田市） 

 

   [3] 山形県 

    (a) [事 業 名]  北方領土返還要求キャラバン 

      [実施月日]  平成 15 年 11 月 17 日から 18 日 

      [実施場所]  県内８市町 

 

    (b) [事 業 名]  「北方領土の日」関連事業（懸垂幕掲出、パネル展示、署

名活動、電光掲示板による啓発） 

      [実施月日]  平成 16 年１月 26 日から２月 29 日 

      [実施場所]  県内各市町村公共施設等 

 

   [4] 福島県 

      [事 業 名]  電光ニュース、ラジオスポットによる啓発 

      [実施月日]  平成 16 年２月６日･７日 

      [実施場所]  県内市町 

 

   [5] 茨城県 

      [事 業 名]  電光掲示板による啓発、懸垂幕掲出、啓発広告の掲載等 

      [実施月日]  平成 16 年２月２日から３月１日 

      [実施場所]  県内各総合事務所等 

 

   [6] 栃木県 

      [事 業 名]  横断幕の設置 

      [実施月日]  平成 16 年２月１日から 15 日 

      [実施場所]  県庁出先庁舎 
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   [7] 群馬県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求キャラバン 

      [実施月日]  平成 16 年１月 31 日から２月１日 

      [実施場所]  県内主要都市 

 

   [8] 神奈川県 

      [事 業 名]  電光掲示板による啓発 

      [実施月日]  平成 16 年２月５日から７日 

      [実施場所]  横浜市等 

 

   [9] 新潟県 

      [事 業 名]  横断幕を掲出 

      [実施月日]  平成 16 年２月６日から９日 

      [実施場所]  県庁庁舎 

 

   [10] 山梨県 

    (a) [事 業 名]  北方領土返還要求街頭宣伝・キャラバン 

      [実施月日]  平成 16 年２月６日 

      [実施場所]  甲府駅前及び甲府市一円 

 

    (b) [事 業 名]  北方領土マラソン大会 

      [実施月日]  平成 16 年２月８日 

      [実施場所]  小瀬スポーツ公園（甲府市） 

 

   [11] 長野県 

      [事 業 名]  ﾃﾚﾋﾞ･ﾗｼﾞｵｽﾎﾟｯﾄ、有線放送、新聞広告､懸垂幕による啓発 

      [実施月日]  ２月北方領土返還運動強調月間中 

      [実施場所]  県内一円、県庁及び 10 地方事務所 

 

   [12] 富山県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求街頭キャンペーン及び啓発広告の掲出 

      [実施月日]  平成 16 年２月７日から８日 

      [実施場所]  JR 富山駅前 
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   [13] 石川県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求キャラバン 

      [実施月日]  平成 16 年２月７日 

      [実施場所]  金沢市、七尾市、小松市 

 

   [14] 福井県 

      [事 業 名]  懸垂幕等による啓発 

      [実施月日]  平成 16 年１月 30 日から２月 13 日 

      [実施場所]  県内一円 

 

   [15] 岐阜県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求宣伝幕の掲出及び署名活動 

      [実施月日]  平成 16 年２月１日から 15 日 

      [実施場所]  県内 97 市町村庁舎 

 

   [16] 静岡県 

      [事 業 名]  北方領土の日記念史跡めぐりマラソン大会 

      [実施月日]  平成 16 年２月６日 

      [実施場所]  長楽寺をスタートとするコース（伊豆下田市） 

 

   [17] 愛知県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求街頭署名活動 

      [実施月日]  平成 15 年 10 月 24 日 

      [実施場所]  栄広場（名古屋市） 

 

   [18] 三重県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求街頭啓発・電光掲示板による啓発 

      [実施月日]  平成 16 年２月 1日から７日（電光掲示板） 

             平成 16 年２月９日（街頭啓発） 

      [実施場所]  津市（電光掲示板） 

             県内３ヵ所（街頭啓発） 

 

   [19] 奈良県 

      [事 業 名]  電光掲示広告の掲出 

      [実施月日]  平成 16 年２月４日から７日 

      [実施場所]  JR 奈良駅前 
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   [20] 和歌山県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求街頭啓発 

      [実施月日]  平成 16 年１月 30 日 

      [実施場所]  県内ＪＲ駅駅頭等 13 ヵ所 

 

   [21] 広島県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求街頭啓発 

      [実施月日]  平成 16 年２月３日、６日 

      [実施場所]  県内 13 市 

 

   [22] 徳島県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求街頭キャンペーン 

      [実施月日]  平成 16 年２月１日 

      [実施場所]  JR 徳島駅前周辺 

 

   [23] 香川県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求キャラバン活動及び街頭啓発 

      [実施月日]  平成 16 年２月７日 

      [実施場所]  県西讃地区 

 

   [24] 愛媛県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求署名活動及び街頭啓発 

      [実施月日]  平成 16 年 1 月 11 日、２月４日、５日、７日 

      [実施場所]  愛媛県護国神社及び松山駅前地下ロータリー周辺 

 

   [25] 高知県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求街頭キャンペーン 

      [実施月日]  平成 16 年２月６日 

      [実施場所]  帯屋町アーケード（高知市） 

 

   [26] 福岡県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求街頭啓発 

      [実施月日]  平成 16 年２月６日 

      [実施場所]  県内３ヵ所 
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   [27] 佐賀県 

    (a) [事 業 名]  北方領土返還要求街頭啓発 

      [実施月日]  平成 16 年２月６日 

      [実施場所]  佐賀駅前 

 

    (b) [事 業 名]  北方領土返還要求キャラバン 

      [実施月日]  平成 16 年２月７日 

      [実施場所]  県内一円 

 

   [28] 宮崎県 

      [事 業 名]  北方領土返還要求キャラバン 

      [実施月日]  平成 16 年２月５日から６日 

      [実施場所]  県南西部（３市４町） 

 

   [29] 鹿児島県 

    (a) [事 業 名]  北方領土返還要求街頭啓発 

      [実施月日]  平成 16 年２月６日 

      [実施場所]  鹿児島市内 

 

    (b) [事 業 名]  北方領土返還要求キャラバン 

      [実施月日]  平成 16 年２月７日 

      [実施場所]  奄美大島 

 

  〔県民会議が行うパネル展〕 

    県民会議が開催した以下の北方領土パネル展等に対し、啓発パネルの貸与、啓

発資料・資材の提供、経費助成等の支援を行った。 

 

   [1] 北海道 

      [事 業 名]  北方領土写真パネル展 

      [開催月日]  平成 16 年２月５日から８日 

      [開催場所]  札幌地下街オーロラタウン（札幌市） 

 

   [2] 山形県 

    (a) [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月 11 日から 14 日 

      [開催場所]  山形市役所 
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    (b) [事 業 名]  北方領土巡回パネル展・署名活動、電光掲示板、懸垂幕等

による啓発 

      [開催月日]  平成 16 年１月 26 日から２月 27 日 

      [開催場所]  村山総合支庁西庁舎を始め３ヵ所（パネル展） 

各市町村ロビー等（署名活動、電光掲示板・懸垂幕の掲出） 

 

   [3] 新潟県 

      [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 16 年２月８日から 11 日 

      [開催場所]  上越市民プラザ（上越市） 

 

   [4] 岐阜県 

      [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 16 年２月４日から 15 日 

      [開催場所]  岐阜県図書館（岐阜市） 

 

   [5] 愛知県 

      [事 業 名]  北方領土巡回パネル展 

      [開催月日]  平成 15 月 10 月６日から平成 16 年２月６日 

      [開催場所]  県民生活プラザ（７ヵ所）及び県庁地下通路 

 

   [6] 京都府 

      [事 業 名]  北方領土問題啓発パネル展 

      [開催月日]  平成 16 年２月 16 日から 27 日 

      [開催場所]  長岡京市（2月 16 日～20 日） 

             福知山市（2月 23 日～27 日） 

 

   [7] 奈良県 

    (a) [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 15 年 10 月 25 日から 26 日 

      [開催場所]  商工まつり会場の県立橿原公苑内第１体育館（橿原市） 

 

    (b) [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 16 年１月６日から 20 日 

      [開催場所]  県社会福祉年金センター（奈良市） 
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    (c) [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 16 年２月２日から 13 日 

      [開催場所]  県庁屋上ギャラリー（奈良市） 

 

   [8] 和歌山県 

      [事 業 名]  北方領土巡回パネル展 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月 14 日から平成 16 年２月 24 日 

      [開催場所]  県内９市町 

 

   [9] 岡山県 

      [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 16 年２月２日から６日 

      [開催場所]  岡山一番街イルカの広場 

 

   [10] 鳥取県 

      [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月８日から９日 

      [開催場所]  県立布勢施総合公園（鳥取市） 

 

   [11] 山口県 

      [事 業 名]  北方領土巡回パネル展 

      [開催月日]  平成 15 年 10 月 12 日から平成 16 年 3 月 31 日 

      [開催場所]  山口市内等 

 

   [12] 香川県 

      [事 業 名]  北方領土巡回パネル展 

      [開催月日]  平成 15 年 12 月 15 日から平成 16 年３月 19 日 

      [開催場所]  県庁及び県内 17 市町 

 

   [13] 長崎県 

      [事 業 名]  北方領土巡回パネル展 

      [開催月日]  平成 15 年 12 月 16 日から平成 16 年３月５日 

      [開催場所]  県内４ヵ所 
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   [14] 宮崎県 

      [事 業 名]  北方領土パネル展 

      [開催月日]  平成 16 年２月４日から 10 日 

      [開催場所]  日南市立東郷中学校（日南市） 

 

   [15] 鹿児島県 

      [事 業 名]  北方領土巡回パネル展 

      [開催月日]  平成 15 年９月１日から平成 16 年 3 月 30 日 

      [開催場所]  県内７市町 

 

  〔北連協等が行う啓発事業〕 

    北連協及びその加盟団体等が実施する以下の事業に対し、啓発資料・資材の提

供、パネルの貸与、講師派遣、経費助成等の支援を行った。 

 

   [1] 日本青年団協議会 

    (a) 北方領土返還アピール事業 

      ・ 北方領土返還アピールチラシ作成、配布 

      ・ 機関紙「Willy Times」（日本青年団協議会）11 月号、青年大会特集号 

      ・ 北方領土展（パネル展） 

      [開催月日]  平成 15 年 11 月７日から 10 日 

      [開催場所]  日本青年館３階ギャラリー 

    (b) 北方領土展（パネル展） 

      [開催月日]  平成 16 年３月１日から７日 

      [開催場所]  日本青年館３階ギャラリー 

    (c) 北方領土問題学習会 

      [開催月日]  平成 16 年３月 5日 

      [開催場所]  日本青年館 

 

   [2] 全国地域婦人団体連絡協議会 

    (a) 幹部研修会 

      [開催月日]  平成 16 年３月３日 

      [開催場所]  ホテルフロラシオン青山 

      [参 加 者]  100 人 

      [講  師]  兵藤長雄氏（東京経済大学教授） 
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    (b) 啓発広告の掲載 

      [掲 載 紙]  全地婦連 

      [掲 載 日]  12 月号、２月号 

 

   [3] 北方領土の日啓発実行委員会 

      [開催月日]  平成 16 年１月 21 日から２月 20 日 

      [開催場所]  札幌雪祭り会場等北海道内各地 

      [内  容]  雪祭り会場での署名活動等 

 

  (ｲ) 講師派遣 

     県民会議、北連協等が開催した上記研修会・講演会、県民大会等にロシア・

北方領土問題等の研究者、実務家、また、元島民等を講師として派遣した。 

 
    ≪講師派遣実績≫ 

平成 15 年度上半期 平成 15 年度下半期 平成 15 年度計 平成 14 年度実績 

17 31 48 41 

 

  (ｳ) 県民会議事業の総括、翌年度の計画等を協議するための会議 

  〔都道府県民会議代表者全国会議〕 

    都道府県民会議代表者を一堂に会し、上半期の返還運動の総括と 2月北方領土

返還運動強調月間の事業及び次年度の返還運動等について協議するための会議

を開催した。 

    会議では、内閣府、外務省から北方領土問題に対する政府説明が行われた後、

協会より上半期の事業報告・総括を行い、2月強調月間及び次年度事業等につい

て、ブロック別協議を行った。次年度の事業計画では、国際シンポジウム 2004

を富山県民会議の協力を得て富山市で開催すること、また、第 1回北方四島交流

訪問事業担当県を近畿ブロック（兵庫県民会議）が担当すること等が決定した。 

 

    [開催月日]  平成 15 年 11 月７日（金） 

    [開催場所]  東条インペリアルパレス（東京都千代田区） 

    [出 席 者]  47 都道府県民会議代表者等 65 名 

    [開催次第]  開  会 

           挨  拶  独立行政法人北方領土問題対策協会理事長 

                  井  上  達  夫 

                 北方領土の返還を求める都民会議会長 

                  川  島  霞  子 
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           来賓挨拶  東京都知事本部長 

                  前  川  燿  男 

           北方領土問題に関する政府説明 

                 内閣府北方対策本部審議官 

                  林     幹  雄 

                 外務省欧州局ロシア課首席事務官 

                  石  月  英  雄 

                 質疑応答 

           基調講演  演 題『北方領土』上陸記とその反響 

～県民会議に期待する～ 

                 ノンフィクション作家 

                  上  坂  冬  子 

           北方領土問題対策協会事業報告 

                 北方領土問題対策協会事務局長 

                  吉  越  裕  二 

           ブロック別協議 

           全体協議 

 

  〔県民会議ブロック幹事県会議〕 

    都道府県民会議ブロック幹事県を一堂に会し、上半期の返還運動の課題と問題

点及び次年度の返還運動等について協議するための会議を以下のとおり開催し

た。 

 

   《第 1 回》 

    [開催月日]  平成 15 年 10 月 24 日（金） 

    [開催場所]  全国都市会館 

    [出 席 者]  ﾌﾞﾛｯｸ幹事県担当者及び教育者会議設立予定県担当者等 20 名 

    [協議内容]  ・教育者会議の取り組み状況と課題について 

           ・返還運動の課題と問題点について 

           ・平成 16 年度の予定について 

             都道府県民会議全国会議会長県 

             国際シンポジウム 2004 開催県 

             北方四島交流事業 

           ・その他 
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   《第 2 回》 

    [開催月日]  平成 16 年 3 月 18 日（木） 

    [開催場所]  北方領土問題対策協会 会議室 

    [出 席 者]  16 年度ブロック幹事県担当者 6名 

    [協議内容]  ・平成 16 年度北方領土問題対策協会実施事業 

           ・   〃  ブロック連絡協議会実施事業 

           ・その他 

 

   (ｴ) 啓発施設に意見箱の設置 

     根室地域にある以下の啓発施設に、来館者の意見・要望等を取り入れるため

の意見箱を設置した。 

   《設置場所》 

     北 方 館    根室市 

     別海北方展望塔 別海町 

     羅臼国後展望塔 羅臼町 

 

  ② 青少年や教育関係者に対する啓発 

   (ｱ) 現地研修会 

     上半期に根室市で開催した青少年及び教育指導者を対象とした現地研修会

の参加者から提出された以下の報告書等を取りまとめた。 

      ・第 12 回教育指導者研修会報告書 

      ・第 7 回青少年現地研修交流会「北方領土壁新聞集」 

      ・第 3 回北方領土ゼミナール小論文集 

     また、16 年度事業を効果的、効率的な事業とするための検討を行い、16 年

度は、研修内容を充実させるため日数を増し、更に参加者の増大を図ることと

した。 

      ・教育指導者現地研修会（1日→２日） 

・青少年現地研修会（36 名→48 名、１日→２日） 

・北方領土ゼミナール（30 名→40 名、1日→2日） 

 

 

  【上半期開催実績・参考】 

   《第 12 回北方領土問題教育指導者研修会》 

     [開催月日]  平成 15 年 8 月 5 日（火） 

     [開催場所]  根室グランドホテル及び根室市立歯舞中学校（根室市） 

     [参 加 者]  都道府県・政令指定都市教育指導者等 67 名 
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     [研修内容]  講 演 

            「根室支庁管内における北方領土教育の取り組みについて」 

              山 崎  隆 氏 

               根室管内北方領土学習研究会会長（歯舞中学校校長） 

            報 告 

            「教育指導者研修会に参加して」 

              下  育 郎 氏（長野市立櫻ヶ岡中学校教諭） 

            弁論発表  ・石 橋 沙 紀 （根室市立歯舞中学校３年） 

                    第 28 回根室市少年弁論大会優勝者 

                  ・浜 澤 瑞 希 （道立根室高等学校 1年） 

                    「根室管内住民大会」弁論の部優勝者 

            元島民の体験談 

               「在島当時の島の様子と望郷への思いについて」 

                  鈴 木 咲 子 氏（択捉島・蘂取村出身） 

            現地視察  北方館・望郷の家（納沙布岬） 

            協  議  ブロック別協議（3グループ） 

                  全体協議 

              ＊北方領土問題青少年現地研修・交流会と併催 

 

   《第 7 回北方領土問題青少年現地研修・交流会》 

     [開催月日]  平成 15 年 8 月 5 日（火） 

     [開催場所]  根室グランドホテル及び根室市立歯舞中学校（根室市） 

     [参 加 者]  全国中学生 30 名、根室中学生 8名、引率者 7名 合計 45 名 

     [研修内容]  ビデオ鑑賞「広がる友好と交流の輪」「四島の海と大地」 

            弁論発表  ・石 橋 沙 紀 （根室市立歯舞中学校３年） 

                    第 28 回根室市少年弁論大会優勝者 

                  ・浜 澤 瑞 希 （道立根室高等学校 1年） 

                    「根室管内住民大会」弁論の部優勝者 

            元島民の体験談 

               「在島当時の島の様子と望郷への思いについて」 

                  鈴 木 咲 子 氏（択捉島・蘂取村出身） 

            現地視察  北方館・望郷の家（納沙布岬） 

            北方領土実践事業 3 グループ 

            北方領土壁新聞づくり 

                ＊北方領土問題教育指導者研修会と併催 
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   《第 3 回北方領土ゼミナール》 

     [開催月日]  平成 15 年 8 月 30 日（土） 

     [開催場所]  根室グランドホテル（根室市） 

     [参 加 者]  全国大学生 30 名、県民会議関係者等 10 名 合計 45 名 

     [研修内容]  基調講演  「再出発の領土交渉と返還への展望」 

                    渡 邊 光 一 氏（駒澤女子大学教授） 

            元島民の体験談 

               「在島当時の島の様子と望郷への思いについて」 

                  鈴 木 咲 子 氏（択捉島・蘂取村出身） 

            現地視察  北方館・望郷の家（納沙布岬） 

            北方領土ゼミ 

                講 師  佐 瀬 昌 盛 氏 

                      （拓殖大学海外事情研究所所長） 

            ま と め 

            決意表明 

              ＊第 34 回北方領土復帰促進婦人・青年交流集会 

 

   (ｲ) 北方領土問題教育者会議 

     [趣 旨] 
     返還運動は、北方領土の一日も早い解決を希求し、解決に向けて粘り強い取り

組みが必要との観点から、青少年への啓発、返還運動の後継者の育成が運動の重

点課題となっている。これらを踏まえ、教育現場における北方領土教育の充実・

強化を図るため、北方領土問題教育者会議を設置することとした。 
設置の基本方針は、 
① 県民会議のイニシアチブで推進 
② 教育の特殊性を考慮 
③ 画一主義は取らず各県の実情を踏まえて取り組む 
とした。 
これら教育者会議の設置に当たっての進捗状況、課題等を報告、協議するため

の会議を 3 回（上半期１回）開催した。会議では、各県教育委員会の理解と協力

を得ることが、最大の課題となっており、ボランティア的組織による調整には、

限界があるなどの課題が出された。その課題を解消するための方策を検討し、各

県の事例等をもとに意見交換するとともに、文部科学省との連携をとるなど官民

一体となって設立に当たり、その結果、15 年度中に以下の 10 県で教育者会議が

設立された。 
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    [教育者会議設立状況] 

     秋田県、茨城県、長野県、富山県、静岡県 

滋賀県、兵庫県、山口県、熊本県、沖縄県 

 

     [主な活動内容] 
・メンバーの教諭による実践授業の実施や実践授業に基づき生徒に壁新聞を作成

させるとともに、授業内容や生徒の感想等の取りまとめを行った。実践授業を行

った教諭は、15 年度に開催した根室での教育指導者研修会で体験発表を行うとと

もに、併催した青少年現地研修会において実践授業を行った。 
・教育者会議の活動を周知させるため県内社会科教諭が集まる場で呼びかけを計

画、また、協会が協力して作成した政府広報「教師用副読本・CD-ROM みんなで考

えよう知ろう北方領土」の活用の推進することとした。 
・インターネットを活用した北方領土教材の開発や北方四島や根室管内との教育

交流等の計画や授業部会、教材部会、交流部会の３部会を設置した。 
 

    〔第 2 回〕 

     [開催月日]  平成 15 年 10 月 24 日 

     [開催場所]  全国都市会館（東京都千代田区） 

     [出 席 者]  教育者会議設立予定県事務担当者 

     [協議内容]  教育者会議の取り組み状況と課題 

 

    〔第 3 回〕 

     [開催月日]  平成 15 年 12 月 3 日 

     [開催場所]  北対協 会議室 

     [出 席 者]  教育者会議参加予定教諭 

     [協議内容]  北方領土問題教育資料のあり方について 

 

   【上半期開催実績・参考】 

    〔第 1 回〕 

     [開催月日]  平成 15 年 5 月 9 日 

     [開催場所]  全国都市会館 

     [出 席 者]  教育者会議設立予定県事務担当者等 17 名 

     [協議内容]  ・新学習指導要領について（平成 14 年度改正） 

              文部科学省初等中等教育局教育課程課担当者 

            ・北方領土問題教育者会議考え方（共通理解）について 
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  ③ インターネット等を活用した情報の提供 

    協会ホームページ「四島のかけはし」のアクセス件数 

 

     [下半期計] 24，754 件、[上半期計] 22，194 件、[15 年度計] 46，948 件 

 

《平成 15 年度月別アクセス件数》 

4月 5 月 6 月 7 月 8 月 9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3 月 計 

3,517 3.652 4,392 3,719 3,556 3,358 3,888 3,164 3,205 3,879 4,903 5,715 46,948

 

   (ｱ) ホームページの充実 

    [1] 新規コンテンツ 

     ・都道府県民会議活動報告の掲載 

     ・納沙布からのメッセージ 

    [2] 新規リンク 

     ・北方領土返還要求運動岩手県民会議 

     ・北方領土返還要求宮城県民会議 

     ・北方領土返還要求長野県民会議 

     ・北方領土返還要求運動石川県民会議 

     ・千島歯舞諸島居住者連盟根室支部青年部 

   (ｲ) 啓発資料のリスト化 

     関係団体・機関で発行している啓発資料一覧をホームページに掲載した。 

 

  ④ 北方四島との交流事業 

    上半期に実施した相互交流事業を総括と今後の方策を検討する「北方四島交流

検討会」を開催した。 

なお、平成 15 年度では、訪問事業 11 回、546 人（生態系の専門家 43 人を含

む）、受入事業 10 回、454 人の交流事業が実施され、平成４年度から 15 年度ま

での間、訪問事業 134 回、5,932 人、受入事業 97 回、4,921 人の交流事業が実施

された。 

 

   (ｱ) 訪問・受入事業検討会 

     平成 15 年度の訪問・受入事業の総括と今後の方策を検討する「北方四島交

流検討会」を実施団体、関係機関等と下半期に７回開催し、北方四島在住ロシ

ア人との交流を通して、相互理解の増進を図り、領土問題解決に寄与するとい

う目的を達成するための方策を検討した。 

16 年度では、北方領土問題を正しく伝えるための対話集会や交流会等の充
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実を図るため事前研修会の拡充、また、統一的なテキスト「北方領土問題とは 

PARTⅠ.Ⅱ」、「北方四島訪問のしおり」、ホームビジットの進め方や簡易なロシ

ア語会話についてを盛り込んだ「ホームビジットによせて」、「安全のための心

え」を作成することとし、また、北海道内の実施団体である北方四島交流北海

道推進委員会（以下「道推進委員会」という。）との連携を強化し、統一的な

事業展開を図ることとした。 

     また、関係機関とは、手続の円滑化、危機管理体制、使用船舶の安全性等に

ついて検討、確認した。 

 

    《第１回》 

     [会 議 名]  第 1 回北方四島交流関係団体打合せ会 

     [開催月日]  平成 15 年 11 月 11 日 

     [開催場所]  ポールスター札幌（札幌市） 

     [出 席 者]  北方四島交流北海道推進委員会（道推進委員会）、北海道、 

            北対協 

     [協議内容]  ・平成 15 年度北方四島交流事業の総括 

            ・平成 16 年度北方四島交流事業のあり方 

            ・北方四島側への要望事項 

 

    《第２回》 

     [会 議 名]  北方四島交流推進全国会議 

     [開催月日]  平成 15 年 12 月 17 日 

     [開催場所]  ルポール麹町 

     [参 加 者]  全国会議構成員等 21 名（県民会議、北連協等） 

     [協議内容]  ・平成 15 年度事業等の総括 

            ・独立行政法人設立後の全国会議 

 

    《第３回》 

     [会 議 名]  北方四島交流関係機関打合せ会 

     [開催月日]  平成 16 年１月 19 日 

     [開催場所]  北対協会議室 

     [出 席 者]  内閣府、外務省、北対協 

     [協議内容]  ・平成 15 年度北方四島交流事業の総括 

            ・平成 16 年度北方四島交流事業のあり方 

            ・使用船舶について 
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    《第４回》 

     [会 議 名]  第２回北方四島交流関係団体打合せ会 

     [開催月日]  平成 16 年１月 28 日 

     [開催場所]  ポールスター札幌（札幌市） 

     [出 席 者]  道推進委員会、北海道、北対協 

     [協議内容]  ・平成 16 年度事業計画 

            ・北方四島との代表者間協議 

            ・出入域手続の円滑化 

 

    《第５回》 

     [会 議 名]  北方四島交流関係団体・現地関係機関打合せ会 

     [開催月日]  平成 16 年２月５日 

     [開催場所]  根室支庁 会議室 

     [出 席 者]  道推進委員会、北海道、根室市、CIQ 関係機関、根室海上保 

           安部、根室警察署、北対協 

     [協議内容]  ・出入域手続の円滑化 

            ・危機管理体制の確認 

            ・根室関係者との連携 

 

    《第６回》 

     [会 議 名]  北方四島交流全国推進協議会 

     [開催月日]  平成 16 年 3 月 17 日 

     [開催場所]  北対協 会議室 

     [出 席 者]  推進協議会構成員等 18 名 

     [協議内容]  ・平成 16 年度事業計画 

            ・訪問団の構成と枠組み 

            ・事務局体制と役割分担 

            ・事前研修のあり方 

 

   (ｲ) 専門家派遣検討会 

15 年度に派遣した日本語講師報告会を始め、関係者との検討会を開催し、16 年

度事業を効率的・効果的に実施するための方策として、四島側の特殊性を考慮し

た授業を円滑に実施するためのテキスト、カリキュラムの策定の可能性を検討す

るとともに、道推進委員会が実施している日本語習得事業（受入）との連携をす

るなど、事業終了後も北方四島でロシア人同士が日本語学習をできるような資料

を提供するなど継続的な見地に立った事業とすることとした。 
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    《第１回》 

     [開催月日]  平成 15 年 11 月 21 日 

     [開催場所]  北対協 会議室 

     [参 加 者]  本年度派遣日本語講師（6名）、北対協 

     [協議内容]  ・平成 15 年度事業の総括 

            ・テキスト、カリキュラム、クラス編成 

            ・道推進委員会との連携 

 

    《第２回》 

     [開催月日]  平成 16 年 3 月 1 日 

     [開催場所]  北対協札幌事務所 会議室 

     [参 加 者]  日本語講師、北海道、道推進委員会 

     [協議内容]  ・日本語講師派遣、日本語習得（受入）事業の課題 

            ・今後のあり方 

 

    《第３回》 

     [開催月日]  平成 16 年 3 月 2 日 

     [開催場所]  北方圏センター（札幌市） 

     [参 加 者]  日本語講師、北方圏ｾﾝﾀｰ、北海道、道推進委員会、北対協 

     [協議内容]  ・日本語習得（受入）事業 

            ・事業の共有と連携 

 

   (ｳ) その他 

実施団体、政府関係者等の出席を得て「北方四島交流五者協議」を開催し、16
年度事業計画、北方四島側への要望事項等を取りまとめ、北方四島側との代表者

間協議に向けての実施団体等の考えを取りまとめたが、四島側の事情で協議は中

止された。 

 

     [開催月日]  平成 15 年 12 月 24 日 

     [開催場所]  北対協 会議室 

     [参 加 者]  内閣府、外務省、道推進委員会、北海道、北対協 

     [協議内容]  ・北方四島との代表者間協議 

            ・平成 16 年度事業計画 

            ・対話集会のあり方 
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  【上半期実績・参考】 

   《全国会議（北対協）》 

    ・一般訪問 

     ① 平成 15 年６月 23 日～27 日  国後島、択捉島 

                     （62 名・元島民及び返還運動関係者等） 

     ② 平成 15 年８月 ８日～11 日（悪天候のため中止） 

                      国後島（37 名・返還運動後継者） 

     ③ 平成 15 年９月 ４日～ 8 日  色丹島、択捉島 

                     （59 名・元島民及び返還運動関係者等） 

    ・専門家（教育関係者）訪問 

       平成 15 年 7 月 25 日～28 日  択捉島（61 名・中学校社会科教師等） 

・ 専門家（日本語講師）派遣 

     ① 平成 15 年６月 23 日～７月 28 日  択捉島（講師２名、受講者 54 名） 

     ② 平成 15 年６月 29 日～８月 ４日  国後島（講師２名、受講者 102 名） 

     ③ 平成 15 年８月８日～９月８日 色丹島（講師２名、悪天候のため中止） 

   《道推進委員会訪問事業》 

・一般訪問 

     ① 平成 15 年５月 30 日～６月２日  択捉島（63 名） 

     ② 平成 15 年６月 29 日～７月２日  色丹島（64 名） 

     ③ 平成 15 年８月 8 日～11 日    色丹島（悪天候のため中止） 

     ④ 平成 15 年８月 31 日～９月２日  国後島（64 名） 

    ・青少年訪問 

       平成 15 年８月１日～４日     国後島（62 名・中学生、高校生） 
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  (2) 北方領土問題等に関する調査研究 

   ① 研究会の設置 

     北方領土問題に関する諸分野の研究者、実務家等 8 名を構成員とする研究

会を設置した。 

 

   《研究会委員》 

     木 村  汎 （座長・拓殖大学海外事情研究所教授） 

     岩 下 明 裕（委員・北海道大学スラブ研究センター教授） 

     佐 瀬 昌 盛（委員・拓殖大学海外事情研究所所長） 

     下 條 正 男（委員・拓殖大学教授） 

     都 甲 岳 洋（委員・元駐ロ大使） 

     袴 田 茂 樹（委員・青山学院大学教授） 

     兵 藤 長 雄（委員・東京経済大学教授） 

     吹 浦 忠 正（委員・東京財団研究推進常務理事） 

 

   《第１回研究会》 

     [開催月日]  平成 16 年 3 月 19 日 

     [開催場所]  協会 会議室 

     [議  題]  ① 新研究会の運営について 

            ② 報 告 

             「最近の日ロ関係」 

              外務省欧州局ロシア課 松 田 邦 紀 課長 

            ③ 意見交換 

            ④ 日ロ専門家会議 

            ⑤ 国際シンポジウム 2004 

            ⑥ その他 

 

   ② 拡大研究会の開催 

     2 月北方領土返還運動強調月間に併せ、県民大会等へ派遣する講師を一堂に

会し、最近の日ロ関係、返還要求運動の進め方等を集中的に討議する派遣講師

懇談会（拡大研究会）を以下のとおり開催した。なお、本懇談会の概要は、ホ

ームページにおいて掲載した。 

 

     [開催月日]  平成 16 年１月 14 日（水） 

     [開催場所]  全国都市会館（東京都千代田区） 
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     [議  題]  ① 基調報告 

              「最近の日ロ関係について」 

               外務省欧州局 小 松 一 郎 局長 

            ② 意見交換 

 

     [出 席 者]  飯 田 健 一（国士舘大学大学院客員教授） 

            枝 村 純 郎（元駐ロ大使） 

            上 坂 冬 子（ノンフィクション作家） 

            木 村   汎（拓殖大学海外事情研究所教授） 

            斎 藤   勉（産経新聞編集・論説委員） 

            佐 瀬 昌 盛（拓殖大学海外事情研究所所長） 

            澤   英 武（外交評論家） 

            下 條 正 男（拓殖大学教授） 

            杉 山 茂 雄（法政大学名誉教授） 

            都 甲 岳 洋（元駐ロ大使） 

            袴 田 茂 樹（青山学院大学教授） 

            兵 藤 長 雄（東京経済大学教授） 

            吹 浦 忠 正（東京財団研究推進常務理事） 

            皆 川 修 吾（愛知淑徳大学文化創造学部教授） 

            吉 田   進（環日本海経済研究所所長） 

 

   ③ 国際シンポジウム 2003 の開催 

     ロシアの内外政、日ロ関係及び北方領土問題についての外国人研究者等を日

本に招聘し、「国際シンポジウム 2003 イラク後のロシアと日ロ関係－北方領

土返還実現に向けて」を大阪、東京の 2ヶ所で以下のとおり開催した。 

     なお、本シンポジウムの概要及びパネリスト報告論文は、ホームページにお

いて掲載した。 

 

   《大阪会議》 

     [会 議 名]  国際シンポジウム 2003 

            イラク後のロシアと日ロ関係 -北方領土返還実現に向けて- 

     [開催月日]  平成 15 年 10 月 17 日（金）13：00～18：00 

     [開催場所]  全日空ゲートタワーホテル（泉佐野市） 

     [参 集 者]  返還運動関係者等 250 名 

     [次  第]  開  会 

            基調挨拶  都 甲 岳 洋 組織委員長 
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            来賓挨拶  太 田 房 江 大阪府知事 

                  羽 間 美佐子  

                   北方領土返還運動推進大阪府民会議会長 

            報  告（一 部）イラク戦争以降のロシアの内政と外交 

             「イラク戦争後のプーチンの外交政策」 

               リリア・シェフツォーバ 博士 

               〔露：カーネギー・モスクワセンター上級研究員〕 

             「イラク戦争とプーチン外交の本質」 

               袴 田 茂 樹 教授〔日：青山学院大学〕 

             「日ロ関係における中国ファクター」 

               ローウェル・ディトマー 教授 

               〔米：カリフォルニア大学バークレー本校〕 

            討  議  壇上 

            報  告（二 部）日ロ関係－外国人と日本人の見方 

             「外国人から見たプーチン政権下の日ロ関係」 

               ピーター・ルトランド 教授 

               〔英：ウエズリアン大学（米国）〕 

             「日本人間における誤ったロシア認識－四つの神話－」 

               木 村   汎 教授（拓殖大学海外事情研究所） 

            討  議  壇上及びフロアー 

            ま と め  コーディネーター 

     [コーディネーター] 吹 浦 忠 正 教授〔埼玉県立大学〕 

 

   《東京会議》 

     [会 議 名]  国際シンポジウム 2003 東京会議 

            イラク後のロシアと日ロ関係 -北方領土返還実現に向けて- 

     [開催月日]  平成 15 年 10 月 20 日（月）13：30～18：00 

     [開催場所]  ルポール麹町（東京都千代田区） 

     [参 集 者]  内外の専門家 21 名 

     [会議方式]  ラウンドテーブルによるフリーディスカッション方式 

     [コーディネーター] 佐 瀬 昌 盛（拓殖大学海外事情研究所所長） 
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  (3) 元島民等に対する必要な援護等に関する事項 

   ① 元島民等の団体が行う返還要求運動等に対する支援 

    (ｱ) 署名活動に対する支援 

      元島民等で構成される千島歯舞諸島居住者連盟（以下「千島連盟」という。）

が行う北方領土返還要求署名活動及び全国で収集された署名の編纂、管理業

務に対する支援を行った。 

  《支援内容》 

     ・署名用紙の印刷 

     ・収集された署名簿の製本 

     ・啓発資材の作成 

 

  《平成１５年度下半期 北方領土返還要求署名収集数》 

    942,567 人 

（うち、２月の北方領土返還運動強調月間の一環として、札幌雪祭りの会場等

において行われた署名収集数 48,436 人） 

 

【参考】 

１． 昭和 40 年 8 月 15 日から平成 16 年 3 月 31 日までの署名収集総数 

76,420,023 人 

２． 平成 16 年 4 月 12 日国会請願署名数 

1,000,000 人 

 

    (ｲ) 北方地域元居住者研修・交流会 

      ソ連の占拠により北方領土の引揚げを余儀なくされた元島民は、北方領土の

一日も早い返還を願っており、この願いが全国民的な返還運動の原点であり、

元島民自身も運動の担い手として、重要な役割を果たしている。これら元島民

の連携の強化、また、自らの役割を再確認するため、研修交流会を充実させて

いくこととした。 
 

40



 
  【平成 15 年度実績・参考】 

   〔第 1 回〕 

     [開催月日]  平成 15 年 7 月 28 日 

    [開催場所]  北海道立北方四島交流センター 

     [参 加 者]  16 名 

   〔第 2 回〕 

     [開催月日]  平成 15 年 8 月 3 日 

     [開催場所]  千島会館 

     [参 加 者]  37 名 

   〔第 3 回〕 

     [開催月日]  平成 15 年 8 月 25 日 

     [開催場所]  北海道立北方四島交流センター 

     [参 加 者]  46 名 

   〔第 4 回〕 

     [開催月日]  平成 15 年 8 月 29 日 

     [開催場所]  北海道立北方四島交流センター 

     [参 加 者]  21 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (ｳ) 元島民の資料・証言等の整備保存 

      元島民等により構成される団体である千島連盟に委託して、戦前における 

北方四島の生活実態、引揚げの状況等に関する資料・証言を取りまとめた青 

少年向けの資料を刊行した。本資料は、平成 14 年度からの 4ヵ年計画で刊 

行している。 

 

     [資 料 名]  「若い世代に伝えたい－思い出の我が故郷－」（自然編） 

     [発行部数]   4,200 部 

     [配 布 先]  道内市町村教育委員会、道内国・公・私立中学校、関係機関・

団体等 

 

   【4 ヵ年計画・参考】 

     平成 14 年度  歴史編       平成 15 年度  自然編 

     平成 16 年度  生活・行政編    平成 17 年度  産業編 
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   ② 元島民等による自由訪問 

     元島民等により構成される団体である千島連盟に委託し、実施した自由訪問

事業の実績を整理した報告書を作成させた。 

     [発行部数]  350 部 

     [内  容]  団長手記 

            自由訪問の実施概況 

            自由訪問団員名簿 

            訪問団員の手記 

            訪問地地図 

     [配 布 先]  道内市立図書館、訪問参加者、関係機関・団体、各支部 

 

  【平成 15 年度実績・参考】 

   〔第 1 回〕 

     [実施月日]  平成 15 年 6 月 6 日～9日 

     [訪 問 先]  択捉島（紗那、リコップオマナイ、フシココタン） 

     [訪問団員]  元島民等 36 名 

   〔第 2 回〕 

     [実施月日]  平成 15 年 7 月 4 日～7日 

     [訪 問 先]  国後島（古釜布、瀬石、近布内） 

     [訪問団員]  元島民等 53 名 

   〔第 3 回〕 

     [実施月日]  平成 15 年 7 月 31 日～8月 3 日 

     [訪 問 先]  色丹島（斜古丹、チボイ、相見崎、キリトウシ） 

     [訪問団員]  元島民等 46 名 

   〔第 4 回〕 

     [実施月日]  平成 15 年 8 月 29 日～9月 1 日 

     [訪 問 先]  秋勇留島（オタモイ）、志発島（カフェノツ） 

     [訪問団員]  元島民等 55 名 

 

   ③ 北方地域旧漁業権者等に対する貸付業務の円滑な実施 

    (ｱ) 融資説明・相談会の充実強化 

      融資内容等の周知及び要望等を聴取するための融資説明会、相談会を対象

者が多く居住する以下の３地区（上半期 7地区で開催）で開催した。 

      融資説明・相談会において、要望が出された修学資金の貸付限度額引き上

げについて検討し、当該限度額を 24 千円引き上げるため、業務方法書を 16

年度から一部改正することとした。 
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   〔第 1 回・相談会のみ〕 

     [開催月日]  平成 16 年 1 月 22 日、23 日 

     [開催場所]  根室市 

     [相談件数]  22 件 

   〔第 2 回〕 

     [開催月日]  平成 16 年 2 月 29 日 

     [開催場所]  浜中町 

     [参 集 者]  26 人 

     [相談件数]   5 件 

   〔第 3 回〕 

     [開催月日]  平成 16 年 3 月 14 日 

     [開催場所]  網走市 

     [参 集 者]  30 名 

     [相談件数]   7 件 

 

  【平成 15 年度上半期実績・参考】 

    函館市、根室市、羅臼町、釧路市、帯広市、黒部市、旭川市 

 

    (ｲ) 関係金融機関との連携強化 

       上半期に開催した漁業協同組合及び関係機関実務担当者会議の結果を踏

まえ、関係金融機関の担当窓口と連絡調整を緊密にするため、以下の会議を

開催し、制度利用の円滑化を図った。 

 

   〔関係金融機関連絡調整会議〕 

     [開催月日]  平成 16 年 2 月 20 日 

     [開催場所]  根室市 

     [参 加 者]  根室支庁管内 8漁協等 20 名 

     [会議内容]  ・業務方法書の改正について 

            ・資格承継について 

            ・貸付の事務手続について 

            ・その他 

 

    (ｳ) 生前承継の促進 

       生前承継制度の周知徹底を図るため、協会発行「札幌だより」、千島連

盟の広報紙及び支部総会等の場を利用し、その促進を図った。 
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    〔生前承継の実績〕  平成 15 年度下半期  58 名 

    【参 考】      平成 15 年度上半期  60 名 

               平成 14 年度     110 名 

               平成 8 年度～現在  828 名 

 

《援護措置という趣旨を踏まえた貸付の実施と債権管理》 

    【貸付業務の状況・参考】 

     ① 貸付決定額   3 億 9 千万円（平成 15 年度貸付合計額 11 億 4 千万円） 

     ② 債権分類等 

                     （H15.9）    （H16.3） 

               一  般   5,501 百万円  5,239 百万円 

               貸倒懸念     30 百万円    26 百万円 

               破産更生    158 百万円   149 百万円 

               不良比率     3.3 ％     3.2 ％ 

     ③ 初期延滞対策  電話督促   270 件 

     ④ 長期延滞対策  電話督促   259 件 

               文書督促   314 件 

               弁護士名督促  60 件 

               実態調査    25 件 

               法的手段     3 件（調停 2 訴訟和解 1） 
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３ 予算、収支計画及び資金計画 

 

平成 15 年度予算及び決算 

 

     〔北方領土問題対策協会合計額〕    （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
 
 
     〔一般業務勘定〕             （単位：百万円） 

区   分     予算額    決算額  

収  入 
 運営費交付金      ２０６    ２０６

 貸付事業費補助金     ９８     ７６ 
 貸付金利息収入      ５６     ４０

 事業外収入         ３      ２ 
 計           ３６３    ３２４ 
支  出 
 北方対策事業費     １１８    １１８ 
 一般管理費        ３０     ２９ 
 人件費         １２９    １０２ 
 貸付業務関係経費     ８６     ６７ 
 計           ３６３    ３１６ 

区   分     予算額     決算額 
収  入 
 運営費交付金      ２０６     ２０６ 
 事業外収入         ０       ０ 
 計           ２０６     ２０６ 
支  出 
 北方対策事業費     １１８     １１８ 
 一般管理費        ２１      ２１ 
 人件費          ６７      ５２ 
 計           ２０６     １９０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
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     〔貸付業務勘定〕            （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 

 

平成 15 年度収支計画及び実績 

     〔北方領土問題対策協会合計額〕      （単位：百万円） 

区   分     予算額     決算額  

収  入 
 貸付事業費補助金     ９８      ７６ 
 貸付金利息収入      ５６      ４０ 
 事業外収入         ３       ２ 
 計           １５７     １１９ 
支  出 
 貸付業務関係経費     ８６      ６７ 
 一般管理費         ９       ８ 
 人件費          ６２      ５０ 
計           １５７     １２６ 

区   分     計画額    実績額  

費用の部          ３６３     ３１２

 経常費用         ３６３     ３１１

  北方対策事業費     １１８     １１８

  貸付業務関係経費     ８６      ６３

  一般管理費        ３０      ２８ 

  人件費         １２９     １０２

 財務費用           －       －

 臨時損失           ０       １

収益の部          ３６３     ３１２ 

 運営費交付金収益     ２０６     １８９

 貸付事業費補助金      ９８      ７２

 貸付金利息収入       ５６      ４０

 事業外収入          ３       ２

 臨時利益           ０       ８

純利益             ０       ０

目的積立金取崩額        －       －

総利益             ０       ０

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
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     〔一般業務勘定〕             （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
 
     〔貸付業務勘定〕             （単位：百万円） 

区   分      計画額     実績額 
費用の部          ２０６     １８９ 
 経常費用         ２０６     １８９ 
  北方対策事業費     １１８     １１８ 
  一般管理費        ２１      ２０ 
  人件費          ６７      ５２ 
 財務費用           ０       ０ 
 臨時損失           ０       ０ 
収益の部          ２０６     １８９ 
 運営費交付金収益     ２０６     １８９ 
 事業外収入          ０       ０ 
 臨時利益           ０       ０ 
純利益             ０       ０ 
目的積立金取崩額        ０       ０ 
総利益             ０       ０ 

区   分      計画額    実績額  

費用の部           １５７    １２２ 

 経常費用          １５７    １２１ 
  貸付業務関係経費      ８６     ６３ 

一般管理費          ９      ８ 
  人件費           ６２     ５０ 
 財務費用            －      － 
 臨時損失            －      １ 
収益の部           １５７    １２２ 

 貸付事業費補助金       ９８     ７２ 
貸付金利息収入        ５６     ４０ 
事業外収入           ３      ２ 

 臨時利益            －      ８ 
純利益              ０      ０ 
目的積立金取崩額         －      － 
総利益              ０      ０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
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平成 15 年度資金計画及び実績 

 

 〔北方領土問題対策協会合計額〕            （単位：百万円） 

 
区   分        計画額     実績額 

資金支出              ２，４２８   ２，２８７ 
業務活動による支出         １，０５０     ８０８ 
投資活動による支出             ０       １ 
財務活動による支出           ９４０     ９４１ 
次年度への繰越金            ４３８     ５３７ 
資金収入              ２，４２８   ２，２８７ 
業務活動による収入         １，００３   １，０７３ 
運営費交付金による収入         ２０６     ２０６ 
貸付事業費補助金による収入        ９８      ９８ 
貸付金回収による収入          ６４０     ７２５ 
貸付金利息収入              ５６      ４１ 
その他の業務収入              ３       ３ 
投資活動による収入             －      １３ 
財務活動による収入           ９２０     ４８７ 
前法人からの繰越金           ５０５     ７１３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
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  〔一般業務勘定〕                 （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 

 

  〔貸付業務勘定〕                  （単位：百万円） 

区   分        計画額    実績額  

資金支出               ２６２    ２８３ 
 業務活動による支出         ２０６    ２１１ 
 投資活動による支出           ０      １ 

財務活動による支出           ０      ０ 
 次年度への繰越金           ５６     ７１ 
資金収入               ２６２    ２８３ 
 業務活動による収入         ２０６    ２０６ 
  運営費交付金による収入      ２０６    ２０６ 
  その他の業務収入           ０      ０ 
 投資活動による収入           ０      ０ 
 財務活動による収入           ０      ０ 
 前法人からの繰越金          ５６     ７７ 

     区   分        計画額     実績額 
資金支出              ２，１６６   ２，００４ 
 業務活動による支出          ８４４     ５９７ 
 投資活動による支出            －       ０ 
 財務活動による支出          ９４０     ９４１ 
 次年度への繰越金           ３８２     ４６６ 
資金収入              ２，１６６   ２，００４ 
 業務活動による収入          ７９７     ８６７ 

貸付事業費補助金による収入      ９８      ９８ 
貸付金回収による収入        ６４０     ７２５ 
貸付金利息収入            ５６      ４１ 

  その他の業務収入            ３       ３ 
投資活動による収入            －      １３ 
財務活動による収入          ９２０     ４８７ 
前法人からの繰越金          ４４９     ６３６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。 
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  ４ 短期借入金の限度額 

   〔一般業務勘定〕 

     平成 15 年度は、短期借入金を行わなかった。 

   〔貸付業務勘定〕 

     平成 15 年度は、短期借入金を行わなかった。 

 

  ５ 重要な財産の処分等 

     低利な資金調達を可能にするため、基金資産 10 億円を長期借入金に対する

根担保として以下の金融機関に差し入れている。 

      農林中央金庫        ７億円 

      北洋銀行          ２億円 

      北海道信用漁業協同組合連合会１億円 

 

  ６ 剰余金の使途 

     該当なし 

 

  ７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

   (1) 施設及び設備に関する計画 

      該当なし 

   (2) 人事に関する計画 

      平成 15 年度末常勤職員数 19 名【14 年度末常勤職員数 19 名】 

    ① 事業の充実、多様化に備え、柔軟で流動型（フラット）な組織を目指し、

現在の組織を見直し、両勘定間の連携強化及び効果的、効率的事業の推進た

めの検討を行った。 

    ② 職員の能力向上のための研修への派遣 

 

   《給与実務研修会（俸給関係）》 

    [受講月日]   平成 15 年 10 月 17 日（金） 

    [受講場所]   日本私立学校振興・共済事業団（東京都千代田区） 

    [派遣職員]   1 名 

    [主  催]   財団法人 日本人事行政研究所 

    [研修内容]   ・一般職国家公務員の給与制度の仕組みと特徴 

（最近の改正と運用の実態を含む） 

            ・俸給表の種類と適用範囲 

            ・初任給、昇格、昇給等の基準 
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   《給与実務研修会（諸手当関係）》 

    [受講月日]   平成 15 年 11 月 14 日（金） 

    [受講場所]   日本私立学校振興・共済事業団（東京都千代田区） 

    [派遣職員]   1 名 

    [主  催]   財団法人 日本人事行政研究所 

    [研修内容]   ・手当制度の概要 

            ・手当の種類と支給対象職員及び支給額 

 

   《給与実務の実例研修会》 

    [受講月日]   平成 16 年２月 13 日（金） 

    [受講場所]   日本私立学校振興・共済事業団（東京都千代田区） 

    [派遣職員]   1 名 

    [主  催]   財団法人 日本人事行政研究所 

    [研修内容]   ・問題別の処理のポイントと考え方 

             （俸給関係、手当関係、支給関係） 

            ・誤りやすい事例と実務上の留意点 

            ・実際上の事例等の検討と処理 

            ・４月１日通勤手当の改正内容の説明 

 

   《非常勤職員雇用の人事実務研修会》 

    [受講月日]   平成 16 年３月 12 日（金） 

    [受講場所]   日本私立学校振興・共済事業団（東京都千代田区） 

    [派遣職員]   1 名 

    [主  催]   財団法人 日本人事行政研究所 

    [研修内容]   ・種類（日々雇用職員、委員、顧問、参与、嘱託職員等） 

            ・任用及び給与 

            ・服務及び勤務時間・給与 

            ・共済給付及び退職手当との関係 

            ・その他行政事例等 
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北方四島交流全国推進協議会設置要綱  
                          

                       平成１５年１２月１７日決定  
                     独立行政法人北方領土問題対策協会 

  
１．設 置 
独立行政法人北方領土問題対策協会（以下「北対協」という。）に、北方四島交流全国

推進協議会（以下「全国推進協」という。）を置く。 
 
 
２．業 務 
全国推進協は、北対協が実施する北方四島交流事業の円滑かつ効果的な遂行が図られ

ることを目的として、次の業務を行う。 
   (１)  全国推進協の構成団体が中心となる訪問事業(以下「訪問事業」という。）に係

る関係団体間の調整に関すること。 

(２)  全国推進協の構成団体が中心となる受入事業(以下「受入事業」という。）に係

る協力・支援に関すること。 

(３) 訪問事業及び受入事業に関する結果の取りまとめ並びに次年度以降に行われる

これらの事業の改善及び重点項目等の検討に関すること。 

(４) その他目的達成に必要なこと。 

 

 

３．委 員 
(１)  全国推進協に委員を置く。 
 委員は、次に掲げる①から③の団体から推薦された者及び北方四島交流事業に

関し専門的知識を有する者（以下「有識者」という。）をもって構成する。 
① 北方領土返還要求運動都道府県民会議全国会議   ３名     

② 北方領土返還要求運動連絡協議会         ３名  

③ 千島歯舞諸島居住者連盟             １名   

④ 有識者                                          ５名以内 
(２)  委員は、北対協理事長が委嘱する。ただし、有識者委員の委嘱に当たっては、

関係団体の意見を聞くことができる。 
(３)   委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 

 
   
４．運 営 

(１)  全国推進協に会長を置く。会長は、有識者の委員の中から北対協理事長が指名
する。 

  (２) 会長は、全国推進協の議事を掌理する。 
  (３) 全国推進協は、会長が召集する。 

(４) この要綱に定めるものの他、全国推進協の運営に関し必要な事項は、会長が定
める。 

 
 

５．その他 
全国推進協の庶務は、北対協業務課において行う。 

 
   附 則  
 この要綱は、平成１６年１月１日から施行する。 
 
 

1



北方領土返還要求運動都道府県民会議一覧  
県 名 名      称 所   在     地 結成日 

北 海 道 北方領土復帰期成同盟 060-0004 札幌市中央区北４条西５丁目１アスティ 45 ビル 10 階 S.38. 3.28

青 森 青森県北方領土返還促進協議会 038-0022 青森市浪館字近野 26 青森県青年会館内 S.48. 5.20

岩 手 北方領土返還要求運動岩手県民会議 020-8570 盛岡市内丸 10-1 岩手県地域振興部地域企画室 S.54. 9. 8

宮 城 北方領土返還要求宮城県民会議 980-8570 仙台市青葉区本町 3-8-1 宮城県総務部広報課 S.45.10.25

秋 田 秋田県北方領土返還促進協議会 011-0905 秋田市寺内神屋敷 3-1 秋田県青少年交流センター S.57. 2. 7

山 形 山形県北方領土返還促進協議会 990-8570 山形市松波 2-8-1 山形県総務部総務課広報室 S.55.12.15

福 島 北方領土返還要求運動福島県民会議 960-8670 福島市杉妻町2-16 福島県知事直轄知事公室県政広聴グループ S.58. 9.10

茨 城 北方領土の返還を求める茨城県民協議会 310-0034 水戸市緑町1-1-18 県立青少年会館 茨城県青年団協議会内 S.57. 2.18

栃 木 北方領土返還要求運動栃木県民会議 320-0066 宇都宮市駒生 1-1-6 とちぎ青少年センター内 S.57. 2. 7

群 馬 北方領土返還要求群馬県推進連絡協議会 371-8570 前橋市大手町1-1-1 群馬県総務局国際課国際化推進グループ S.54. 4.13

埼 玉 北方領土返還要求運動埼玉県民会議 330-9301 さいたま市浦和区高砂3-15-1 埼玉県総務部広聴広報課総務・調整担当 S.61. 2. 1

千 葉 北方領土返還要求運動千葉県民会議 260-8667 千葉市中央区市場町 1-1 千葉県総合企画部企画調整課 S.57. 5.12

東 京 北方領土の返還を求める都民会議 163-8001 新宿区西新宿2-8-1 都庁第１本庁舎11階 東京都知事本局秘書部外務課 S.58. 1.27

神 奈 川 北方領土返還要求運動神奈川県民会議 231-8588 横浜市中区日本大通1 神奈川県県民部県民総務室県民活動促進班 S.60.11.24

新 潟 北方領土返還要求運動新潟県民会議 950-8558 新潟市新光町 6-2 連合新潟内 S.58. 2. 7

山 梨 北方領土返還要求運動山梨県民会議 400-8501 甲府市丸の内1-6-1 山梨県企画部広聴広報課印刷広報担当 S.57.10. 9

長 野 北方領土返還要求長野県民会議 380-8570 長野市大字南長野字幅下692-2 長野県総務部国際課外事係 S.52. 4. 1

富 山 北方領土返還要求運動富山県民会議 938-8555 黒部市三日市 725 黒部市商工観光課 S.57. 1.20

石 川 北方領土返還要求運動石川県民会議 920-8580 金沢市鞍月 1-1 石川県総務部総務課庶務係 S.56.12.19

福 井 北方領土返還要求運動福井県民会議 910-8580 福井市大手 3-17-1 福井県総務部国際政策課 S.57. 8.19

岐 阜 北方領土返還要求運動岐阜県民会議 500-8570 岐阜市藪田南 2-1-1 岐阜県地域計画局国際室 S.58. 2. 7

静 岡 北方領土返還要求静岡県民会議 420-8601 静岡県追手町9-6 県庁西館２階 静岡県公民館連絡協議会内 S.57. 4.27

愛 知 北方領土返還要求愛知県民会議 460-0001 名古屋市中区三の丸3-2-1 愛知県県民生活部社会活動推進課 S.53. 9.22

三 重 北方領土返還要求三重県民会議 514-8588 津市栄町 2-361 自治労三重県本部内 S.54. 6.16

滋 賀 北方領土返還要求運動滋賀県民会議 520-8577 大津市京町 4-1-1 滋賀県広報課報道担当 S.57.10. 8

京 都 北方領土返還要求京都府民会議 601-8325 京都市南区吉祥院八反田町 11-5 ㈱旭洋 S.57. 9．3

大 阪 北方領土返還運動推進大阪府民会議 540-8570 大阪市中央区大手前2-1-22 大阪府知事公室広報室広報報道課 S.56.12.12

兵 庫 北方領土返還運動兵庫県推進会議 650-8567 神戸市中央区下山手通5-10-1 兵庫県県民政策部知事室広報課報道係 S.57. 2. 7

奈 良 北方領土返還要求運動奈良県民会議 630-8501 奈良市登大路町30 奈良県総務部知事公室広報広聴課 S.60. 2. 7

和 歌 山 北方領土返還要求運動和歌山県民会議 640-8585 和歌山県小松原通り 1-1 和歌山県広報室 S.56.12.12

鳥 取 北方領土返還要求運動鳥取県民会議 680-8570 鳥取市東町 1-220 鳥取県企画部企画振興課 S.58. 2. 8

島 根 
竹  島 
北方領土 返還要求運動島根県民会議 

690-0033 松江市大庭町 1751-13 島根青年館内 S.62. 3.11

岡 山 岡山県北方領土返還要求運動県民会議 700-8570 岡山市内山下 2-4-6 岡山県知事室公聴広報課 S.57. 2. 8

広 島 北方領土返還要求運動広島県民会議 730-8511 広島市中区基町 10-52 広島県環境生活部県民文化室 S.57.12. 2

山 口 北方領土返還要求山口県民会議 753-0064 山口市神田町1-80 防長青年館内 山口県連合青年団内 S.58.11.26

徳 島 北方領土返還要求運動徳島県民会議 770-0851 徳島市城内 2-1 徳島県青年連合会 S.58.10. 3

香 川 香川県北方領土返還促進協議会 760-8570 高松市番町 4-1-10 香川県政策部広聴広報課 S.60. 2. 7

愛 媛 北方領土返還要求愛媛県民会議 791-1136 松山市上野町乙 13-32 田中茂穂方 S.52.11. 4

高 知 北方領土返還要求運動高知県民会議 780-0870 高知市本町 1-6-24 県商工会議所連合会内 S.59. 2. 7

福 岡 北方領土返還促進福岡県民協議会 811-2413 福岡県粕屋郡篠栗町尾仲８０６ 老松神社 S.57.11.18

佐 賀 北方領土返還要求運動佐賀県民会議 849-0923 佐賀市日の出 1-21-50 佐賀県青年会館内 S.55.10.16

長 崎 北方領土返還要求長崎県民会議 850-0875 長崎市栄町 4-9 長崎県市町村会館 S.57. 3. 6

熊 本 熊本県北方領土対策協会 861-8046 熊本市石原 2-9-1 S.56. 2. 7

大 分 北方領土返還要求大分県民会議 870-0023 大分市長浜町 3-15-19 大分商工会館 大分青年会議所 S.57. 2.20

宮 崎 北方領土返還要求宮崎県民会議 887-0101 日南市大字宮浦 3232 鵜戸神宮 S.57.10.24

鹿 児 島 北方領土返還要求運動鹿児島県民会議 890-0005 鹿児島市下伊敷 1-52-3 鹿児島県青年会館 S.57.11.13

沖 縄 北方領土返還要求沖縄県連絡協議会 901-0145 那覇市高良 3-9-5 那覇青年会議所内 S.57. 4.16
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北方領土返還要求運動連絡協議会幹事団体名簿 

 

団   体   名 所   在   地 

日本青年団協議会 
〒160-0013 新宿区霞ヶ丘町7-1 日本青年館内 
URL http://www.dan.or.jp 
E-mail  seinen@dan.or.jp 

全国地域婦人団体連絡協議会 
〒150-0002 渋谷区渋谷1-17-7 全国婦人会館内 
URL http://www.chifuren.gr.jp 
E-mail  chifuren@theia.ocn.ne.jp 

日本労働組合総連合会 
〒101-0062 千代田区神田駿河台3-2-11 総評会館内 
URL http://www.jtuc-rengo.or.jp 
E-mail  jtuc-kodo@sv.rengo-net.or.jp 

㈳全国自衛隊父兄会 
〒162-8801 新宿区市ヶ谷本村町5-1 防衛庁7号館 
URL  
E-mail 

㈳千島歯舞諸島居住者連盟 
〒060-0004 札幌市中央区北4条西5丁目1番 アスティ45ビル10階 
URL  
E-mail  tisima@circus.ocn.ne.jp 

日本遺族会 
〒102-0074 千代田区九段南1-6-5 九段会館内 
URL http://www.nippon-izokukai-jp 
E-mail 

㈳日本郷友連盟 
〒160-0011 新宿区若葉1-21 
URL http://www2.gol.com/users/goyu 
E-mail  goyu@gol.com 

㈳日本青年会議所 
〒102-0093 千代田区平河町2-14-3  
URL http://www.jaycee.or.jp/ 
E-mail  grp4@scrd.jaycee.or.jp 

根室会 
〒247-0063 鎌倉市梶原5-15-10 浄土 衛方 
URL  
E-mail  mjodo@guitar.ocn.ne.jp 

㈳北方領土復帰期成同盟 
〒060-0004 札幌市中央区北4条西5丁目1番  アスティ45ビル10階 
URL http://www.hokuhoku.ne.jp/hoppou-d/ 
E-mail  hoppou-d@isis.ocn.ne.jp 
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都道府県 開催月日 開催時間 事　　　業　　　名 開催場所

北海道 １月２４日(土) １２：００ ～ １６：００ 第１８回 “北方領土を考える”高校生弁論大会 アスティ４５ビル

２月５日(木) ～ ８日(日) 　９：００ ～ １７：００ 平成１５年度北方領土写真パネル展 大通地下街オーロラタウン

青　 森 ２月７日(土) １０：００ ～ １２：００ 「北方領土の日」記念街頭署名活動 さくら野デパート前

岩　 手 ２月６日(金) １３：３０ ～ １５：４５ 北方領土返還要求運動岩手県大会 北上市文化交流センター

２月６日(金) ～ １６日(月) 　９：００ ～ １８：００ 北方領土パネル展 北上市文化交流センター他公共施設

宮 　城 １月２３日(金) ～ ２月６日(金) 　８：３０ ～ １９：００ 北方領土パネル展 県庁１階ロビー

１月２３日(金) ～ ２月７日(土) 　８：３０ ～ １７：１５ 北方領土パネル展 女川町生涯学習センター

２月７日(土) １３：３０ ～ １５：３０ 第２４回「北方領土の日」宮城県女川集会 女川町生涯学習センター

秋　 田 ２月１日(日) ～ ８日(日) 　９：００ ～ １７：００ ２００４秋田県北方領土フェア 県青少年交流センター

山　 形 １月２６日(月) ～ ２月２７日(金) 　８：４５ ～ １７：１５ 北方領土パネル展 県内各総合支庁

２月１日(日) ～ ２９日(日) 懸垂幕の掲出 県内各町村等

福　 島 ２月１日(日) ～ ７日(土) 電光ニュースによる啓発 JR郡山、いわき駅前

２月２日(月) ～ ６日(金) 　８：３０ ～ １７：００ 北方領土パネル展 福島市内

２月６日(金) ～ ７日(土) ラジオスポットによる啓発 全県

茨　 城 ２月２日(月) ～ ２０日(金) 電光掲示板による啓発 県庁ロビー

２月２日(月) ～ ３月１日(月) 懸垂幕の掲出 県内各総合事務所他計５ヶ所

２月７日(土) １２：００ ～ １３：４０ 北方領土返還要求全国大会参加 九段会館

２月７日(土) 広告掲載

３月１９日(金) １０：３０ ～ １２：４０ 平成１６年北方領土返還要求茨城県民大会 龍ヶ崎市文化会館

栃　 木 ２月１日(日) ～ １５日(日) 横断幕の設置 県庁出先庁舎 ８ヶ所

２月７日(土) １２：００ ～ １３：４０ 北方領土返還要求全国大会参加 九段会館

２月１５日(日) １０：００ ～ １３：００ 第２２回北方領土返還要求運動栃木県民大会 コンセーレ

群　 馬 １月３１日(土) ～ ２月１日(日) 　９：００ ～ １７：００ 北方領土広報・啓発キャラバン 県内主要都市

２月７日(土) １２：００ ～ １３：４０ 北方領土返還要求全国大会参加 九段会館

２月７日「北方領土の日」関連事業一覧
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都道府県 開催月日 開催時間 事　　　業　　　名 開催場所

埼　 玉 １月２８日(水) １３：３０ ～ １５：００ 北方領土返還要求埼玉県民大会 あけぼのビル

１月３０日(金) ～ ２月６日(金) 　８：３０ ～ １７：１５ 北方領土パネル展 県庁

千　 葉 １２月１５日(月) ～ ３月２３日(火) 　９：００ ～ １７：００ 市町村巡回パネル展 県内１９市町村

１月２７日(火) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土返還要求運動千葉県民大会 浦安市文化会館

２月７日(土) １２：００ ～ １３：４０ 北方領土返還要求全国大会参加 九段会館

東　 京 １月１９日(月) ～ ３月１２日(金) 　８：００ ～ １８：００ 北方領土問題啓発パネル展 町田市、国分寺市、大田区、北区

２月３日(火) １４：００ ～ １６：００ 第２２回北方領土の返還を求める都民大会 津田ホール

２月７日(土) １２：００ ～ １３：４０ 北方領土返還要求全国大会参加 九段会館

神奈川 ２月５日(木) ～ ７日(土) 「北方領土の日」電光掲示広報事業 県内４～５ヶ所

２月７日(土) １２：００ ～ １３：４０ 北方領土返還要求全国大会参加 九段会館

新　 潟 ２月６日(金) ～ ９日(月) 横断幕の掲出 新潟県庁

２月８日(日) ～ １１日(水) １０：００ ～ １８：００ 北方領土パネル展 上越市民プラザ

山　 梨 ２月６日(金) 　７：００ ～ １２：００ 街頭キャンペーン、県内キャラバン 甲府駅前及び甲府市内

２月７日(土) １２：００ ～ １３：４０ 北方領土返還要求全国大会参加 九段会館

２月８日(日) 　９：００ ～ １２：００ 第２０回北方領土マラソン大会 小瀬スポーツ公園

長　 野 ２月１４日(土) １３：３０ ～ １６：００ 北方領土返還要求長野県民大会 ホテル国際２１

テレビ・ラジオスポット 県下一円

懸垂幕の掲示 県庁及び１０地方事務所

富　 山 ２月７日(土) 新聞広告による啓発

２月８日(日) １４：００ ～ １６：００ 「北方領土の日」記念講演会 高志会館

２月８日(日) １６：００ ～ １７：００ 街頭キャンペーン JR富山駅前

石　 川 ２月７日(土) 　９：００ ～ １７：００ 北方領土返還要求県内キャラバン 県内主要３都市(金沢、七尾、小松）

福　 井 １月３０日(金) ～ ２月１３日(金) 「北方領土の日」懸垂幕等の設置 ＪＲ福井駅他

２月６日(金) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土を考える県民のつどい 県国際交流会館

岐　 阜 ２月１日(日) ～ １５日(日) 宣伝幕掲示による啓発 県内９７市町村庁舎

２月１日(日) ～ １５日(日) 返還要求署名の働きかけ 県内市町村及び各種団体

２月４日(水) ～ １５日(日) 　９：３０ ～ ２０：００ 北方領土パネル展 岐阜県図書館

静　 岡 １月２２日(木) １３：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求静岡県民大会 裾野市文化センター

２月７日(土) 　９：００ ～ １２：００ 北方領土の日・下田の集い(マラソン大会) 下田市
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都道府県 開催月日 開催時間 事　　　業　　　名 開催場所

愛　 知 ２月２日(月) ～ ６日(金) 　８：００ ～ １８：００ 北方領土パネル展 愛知県庁地下通路

２月９日(月) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土の返還を求める県民のつどい テレピアホール

三　 重 ２月１日(日) ～ ２月７日(土) 電光掲示による啓発 県内３ヶ所(津、四日市、松阪）

２月７日(土) １３：００ ～ １７：００ 街頭啓発 近鉄・ＪＲ津駅前

滋　 賀 ２月１７日(火) １３：３０ ～ １６：００ ２００４「北方領土の日」県民のつどい 県男女共同参画センター

京　 都 ２月７日(土) １４：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求第２２回京都府民大会 ルビノ京都堀川

２月１６日(月) ～ ２７日(金) 　９：００ ～ １７：００ 平成１６年度府民会議「啓発事業」 長岡京市、福知山市

大　 阪 ２月７日(土) １４：００ ～ １６：００ ２００４「北方領土の日」祈念大阪府民大会 大阪市中央公会堂

２月１１日(水) １３：００ ～ １４：００ ２００４「北方領土の日」研修会 府立青少年会館

兵　 庫 ２月１日(日) １３：３０ ～ １５：００ 平成１６年「北方領土の日」記念県民大会 ホテルゴーフル神戸

奈　 良 １月６日(火) ～ １月２０日(火) 　９：００ ～ １７：００ 北方領土パネル展 県社会福祉総合センター

２月２日(月) ～ １３日(金) 　８：３０ ～ １７：１５ 北方領土パネル展 県庁屋上ギャラリー

２月４日(水) ～ ７日(土) 北方領土啓発電光広告 ＪＲ奈良駅前電光掲示板

２月２７日(金) １３：００ ～ １５：００ 北方領土問題研修会 天理市文化センター

和歌山 １１月１４日(金) ～ ２月２４日(火) 　９：００ ～ ２０：００ 北方領土パネル展 県内９市町

１月３０日(金) ７：３０ ～ ８：３０ 北方領土返還要求街頭啓発 県内主要ＪＲ駅等１３ヶ所

２月３日(火) １３：３０ ～ １５：３０ 第２３回北方領土返還要求和歌山県民大会 海南市立保健福祉センター

鳥　 取 ２月５日(木) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土返還要求運動鳥取県民大会 ホテルニューオータニ鳥取

岡　 山 ２月２日(月) ～ ５日(木) 　９：３０ ～ １８：３０ 北方領土パネル展 岡山一番街イルカの広場

２月６日(金) １０：００ ～ １２：３０ 第２２回北方領土返還要求岡山県民大会 県総合福祉会館

広　 島 ２月３日(火) １３：３０ ～ １５：３０ 第２０回北方領土返還要求広島県民大会 県民文化センター

２月３日(火)、６日(金)、７日(土) 　９：３０ ～ １６：３０ 北方領土の日関連啓発事業 広島市他県内１２市

山　 口 １月３１日(土) ～ ２月１日(日) ２０：００ ～ １５：００ 北方領土研修会 防長青年館

徳　 島 ２月１日(日) １１：００ ～ １４：００ 北方領土啓発キャンペーン ＪＲ徳島駅周辺

香　 川 １２月１５日(月) ～ ３月１９日(金) 　９：００ ～ １７：００ 市町巡回パネル展 県庁及び県内約１７市町

２月７日(土) 　９：００ ～ １５：００ 啓発キャラバン 県西讃地区

２月１２日(木) １４：００ ～ １６：００ 北方領土問題講演会 マリンパレスさぬき

愛　 媛 １月１１日(日) ～ ２月２２日(日） 　９：００ ～ １６：００ 啓発署名活動等 マツ地下広場等

高　 知 １月２９日(木) ～ ３０日(金) 北方領土返還要求市町村巡回キャラバン 県東部（１５市町村）

２月６日(金) １３：３０ ～ １４：３０ 「北方領土の日」街頭キャンペーン 帯屋町アーケード
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都道府県 開催月日 開催時間 事　　　業　　　名 開催場所

福　 岡 ２月６日(金) 　９：００ ～ １７：００ 平成１６年福岡県民街宣活動 福岡県下各地(３ヶ所）

２月１２日(木) １３：００ ～ １６：００ 平成１６年北方領土返還促進福岡県民集会 福岡リーセントホテル

佐　 賀 ２月７日(土) １０：００ ～ １６：００ 県内キャラバン 県内一円

２月７日(土) １６：００ ～ １７：００ 街頭キャンペーン ＪＲ佐賀駅前

２月１４日(土) １３：００ ～ １５：００ 北方領土返還要求佐賀県民集会 メートプラザ佐賀

長　 崎 １２月１６日(火) ～ ３月５日(金) 　９：００ ～ １７：００ 北方領土返還運動巡回パネル展 壱岐支庁他３ヶ所

２月１０日(火) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土返還要求長崎県民集会 ＮＢＣビデオホール

熊　 本 ２月２４日(火) １３：００ ～ １４：３０ 北方領土問題講演会 ホテル日航熊本

１８：００ ～ １９：３０ 八代ロイヤルホテル

大　 分 ２月６日(金) １３：００ ～ １５：００ 北方領土返還要求大分県民大会 県庁正庁ホール

宮　 崎 ２月４日(水) ～ １０日(火) 　８：００ ～ １８：００ 北方領土パネル展 日南市立東郷中学校

２月５日(木) ～ ６日(金) 　９：００ ～ １５：３０ 県内ブロックキャラバン 県南西部（３市４町２学校）

鹿児島 ２月６日(金) １４：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求鹿児島県民集会 ホテル・レクストンかごしま

２月６日(金) １０：００ ～ １７：００ 「北方領土の日」街頭活動 鹿児島市内

２月７日(土) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土返還要求奄美島民集会 奄美サンプラザホテル

２月７日(土) 　９：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求奄美キャラバン 名瀬市、大和村、宇検村

沖　 縄 ２月７日(土) １４：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求沖縄県民大会 メルパルク沖縄
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２月７日「北方領土の日」関連事業一覧（県民大会等派遣講師）

都道府県 開催月日 開催時間 事　業　名 開催場所 講　　師 備　　　考

静　 岡 １月２２日(木) １３：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求静岡県民大会 裾野市文化センター 枝村 純郎

千　 葉 １月２７日(火) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土返還要求運動千葉県民大会 浦安市文化会館 山谷 賢量

埼　 玉 １月２８日(水) １３：３０ ～ １５：００ 北方領土返還要求埼玉県民大会 あけぼのビル 杉山 茂雄

兵　 庫 ２月  １日(日) １３：３０ ～ １５：００ 平成１６年「北方領土の日」記念県民大会 ホテルゴーフル神戸 月出 皎司

和歌山 ２月　３日(火) １３：３０ ～ １５：３０ 第２３回北方領土返還要求和歌山県民大会 海南市立保健福祉センター 澤　　英武

広　 島 ２月　３日(火) １３：３０ ～ １５：３０ 第２０回北方領土返還要求広島県民大会 県民文化センター 木村　　汎

鳥　 取 ２月　５日(木) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土返還要求運動鳥取県民大会 ホテルニューオータニ鳥取 吹浦 忠正

岩　 手 ２月　６日(金) １３：３０ ～ １５：４５ 北方領土返還要求運動岩手県大会 北上市文化交流センター 上坂 冬子

福　 井 ２月　６日(金) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土を考える県民のつどい 県国際交流会館 兵藤 長雄

岡　 山 ２月　６日(金) １０：００ ～ １２：３０ 第２２回北方領土返還要求岡山県民大会 県総合福祉会館 山谷 賢量

大　 分 ２月　６日(金) １３：００ ～ １５：００ 北方領土返還要求大分県民大会 県庁正庁ホール 佐瀬 昌盛

鹿児島 ２月　６日(金) １４：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求鹿児島県民集会 ホテル・レクストンかごしま （西田 貞夫） 「原点の地根室の声」使節団派遣事業

宮　 城 ２月　７日(土) １３：３０ ～ １５：３０ 第２４回「北方領土の日」宮城県女川集会 女川町生涯学習センター 杉山 茂雄

京　 都 ２月　７日(土) １４：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求第２２回京都府民大会 ルビノ京都堀川 斎藤 元秀

大　 阪 ２月　７日(土) １４：００ ～ １６：００ ２００４「北方領土の日」祈念大阪府民大会 大阪市中央公会堂 鈴木 咲子

沖　 縄 ２月　７日(土) １４：００ ～ １６：００ 北方領土返還要求沖縄県民大会 メルパルク沖縄 都甲 岳洋

富　 山 ２月　８日(日) １４：００ ～ １６：００ 「北方領土の日」記念講演会 高志会館 木村　　汎

愛　 知 ２月　９日(月) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土の返還を求める県民のつどい テレピアホール 斉藤　　勉

長　 崎 ２月１０日(火) １３：３０ ～ １５：３０ 北方領土返還要求長崎県民集会 ＮＢＣビデオホール 渡邊 光一

大　 阪 ２月１１日(水) １３：００ ～ １４：００ ２００４「北方領土の日」研修会 府立青少年会館文化ホール 上坂 冬子

香　 川 ２月１２日(木) １４：００ ～ １６：００ 北方領土問題講演会 マリンパレスさぬき 吉田　　進

福　 岡 ２月１２日(木) １３：００ ～ １６：００ 平成１６年北方領土返還促進福岡県民集会 福岡リーセントホテル 上坂 冬子

佐　 賀 ２月１４日(土) １３：００ ～ １５：００ 北方領土返還要求佐賀県民集会 メートプラザ佐賀 井上 達夫

長　 野 ２月１４日(土) １３：３０ ～ １６：００ 北方領土返還要求長野県民大会 ホテル国際２１ （小林 和男） 県民会議独自で招聘

滋　 賀 ２月１７日(火) １３：３０ ～ １６：００ ２００４「北方領土の日」県民のつどい 県男女共同参画センター 上坂 冬子

熊　 本 ２月２４日(火)
１３：００ ～（熊本）
１８：００ ～（八代）

北方領土問題講演会
ホテル日航熊本
八代ロイヤルホテル

上坂 冬子

奈　 良 ２月２７日(金) １３：００ ～ １５：００ 北方領土問題研修会 天理市文化センター 皆川 修吾

茨　 城 ３月１９日(金) １０：３０ ～ １２：４０ 平成１６年北方領土返還要求茨城県民大会 龍ヶ崎市文化会館 飯田 健一8



 
パネル内容一覧 

※( )内は 7枚組に使用 
№ 帯の色 サブタイトル タイトル 備  考 
1 青 北方領土とは 北方領土とは（項目タイトル）  
2 〃 〃 北方領土問題ってどういうこと？  
3 〃 〃 北方領土ってどこ？ (1)帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字あり 
4 〃 〃 北方領土はもともと日本の領土なの？ (2)帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字あり 
5 〃 〃 なぜ北方領土に日本人が住めないの？  

6 〃 〃 戦争の結果、取り上げられてしまった

の？ 
 

7 〃 〃 どうしたら北方領土は還ってくるの？  
8 ｵﾚﾝｼﾞ 北方領土の歴史 北方領土の歴史（項目タイトル）  
9 〃 〃 松前藩と蝦夷地  

10 〃 〃 江戸幕府による北方の開拓 帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字なし 
11 〃 〃 日露通好条約（下田条約）  
12 〃 〃 樺太千島交換条約  
13 〃 〃 大正～昭和初期の北方領土の暮らし 帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字なし 
14 〃 〃 戦争終結とソ連軍による北方領土の占拠 (3)帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字あり 
15 〃 〃 ふるさとを追われた人々の証言 帯緑 文字なし 
16 〃 〃 サン・フランシスコ平和条約  
17 〃 〃 ソ連との国交のないままに‥  
18 〃 〃 日ソ共同宣言～ソ連との国交回復  
19 緑 北方領土の自然 北方領土の自然（項目タイトル）  
20 〃 〃 こんなの近い・こんなに広い北方領土  
21 〃 〃 北方領土の豊かな自然  
22 〃 〃 北方領土の水産資源  
23 黄 北方領土の返還を求めて 北方領土の返還を求めて（項目タイトル）  
24 〃 〃 北方領土の日  
25 〃 〃 さまざまな返還要求運動 (4)帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字あり 
26 〃 〃 若い世代への運動の継承  
27 〃 〃 望郷の思い～北方領土への墓参～  
28 〃 〃 北方領土を望む資料館  
29 〃 〃 主な返還要求運動推進団体の活動  
30 紫 北方領土問題の最近の動き 北方領土問題の最近の動き（タイトル）  
31 〃 〃 日ソ首脳会談と日ソ共同声明  
32 〃 〃 日露間領土問題の歴史に関する共同作成

資料集が作られました。 
 

33 〃 〃 返還に向けての交渉基盤の確立 
（東京宣言） 

(6)帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字あり 

34 〃 〃 日露関係に関する東京宣言（抜粋） 帯青 文字なし 
35 〃 〃 北方四島在住ロシア人との相互交流が行

われています。 
(5)帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字あり 

36 〃 〃 青少年の相互交流も行われています。  
37 〃 〃 日ロ首脳会談の成果 (7)帯ｵﾚﾝｼﾞ 文字あり 
38 桃 （サブタイトルなし） 北方領土がかえってきたら 

入選作品小学生の部 
 

39 〃 〃 北方領土がかえってきたら 
入選作品中学生の部 

 

40 〃 〃 北方領土クイズ  
41 〃 〃 北方領土クイズの正解  
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～皆様
みなさま

の声をお聞かせください～ 

 本日
ほんじつ

はお越しいただきありがとうございました。 
 本施設

ほんしせつ

では、より良い運営
うんえい

の参考
さんこう

とさせていただくため、皆様の御意見
ご い け ん

等
など

をお伺
うかが

いして

おります。 

 お手数ではございますが、御協力
ごきょうりょく

をお願いします。 
記入日：平成   年   月   日

Ｑ１ 性
せい

   別
べつ

 １．男 性    ２．女 性 

Ｑ２ 年
ねん

   齢
れい

 １．１９才以下  ２．２０代   ３．３０代   ４．４０代 

 ５．５０代    ６．６０代   ７．７０才以上 

Ｑ３ 職
しょく

  業
ぎょう

 １．会社員
かいしゃいん

  ２．自営業
じえいぎょう

  ３．公務員
こうむいん

 

 ４．団体
だんたい

職員
しょくいん

  ５．主婦
し ゅ ふ

  ６．パート 

 ７．学生
がくせい

（大・短・専門・高校・中学・小学） 

 ５．その他（         ） 

Ｑ４ 住
じゅう

  所
しょ

 １．道
どう

 内
ない

    ２．道
どう

 外
がい

（     都 府 県） 

Ｑ５ 利用
り よ う

回数
かいすう

 １．初めて    ２．２～５回    ３．６回以上 

 

御利用
ご り よ う

になった全体的な感想
かんそう

はいかがでしたか？ 

Ｑ６  １．大変有意義
ゆ う い ぎ

だった      ２．有意義だった 

 ３．有意義でなかった      ４．特になし 

 

展示
て ん じ

資料
しりょう

の解説
かいせつ

はいかがでしたか？ 

Ｑ７  １．大変わかりやすかった    ２．わかりやすかった 

 ３．わかりにくかった      ４．どちらともいえない 

 

印象
いんしょう

に残ったコーナーはありますか？ 
Ｑ８ 

 １．あり （コーナー名            ）   ２．なし 

 

 施設への御意見や御要望
ごようぼう

、また北方
ほっぽう

領土
りょうど

返還
へんかん

へのメッセージなどがありましたら、 
御自由
ご じ ゆ う

に御記入
ごきにゅう

ください。 
 
 
 
 
 御協力ありがとうございました。 独立行政法人北方領土問題対策協会・北方館 
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北方四島交流訪問事業に関するアンケート  

                                 （平成１６年度第１回「県民会議主体の船」）  
 
 Ⅰ．訪問事業全体についてのご感想は？ （該当する番号を１つだけ○で囲んでください。） 
    １ 非常に有意義  ２ 有意義  ３ 有意義でなかった  ４ どちらとも言えない  
    〔３・４を囲んだ方は、その理由を記入してください。〕  

    
                                           
 
 Ⅱ．個々の事業についてのご感想は？ （項目ごとに該当する番号を１つだけ○で囲んでください。）  
   ア．事前研修会についてのご感想は？  

 １ 非常に有意義  ２ 有意義  ３ 有意義でなかった  ４ どちらとも言えない  
      〔３・４を囲んだ方は、その理由を記入してください。〕  
 
                                      
   イ．対話集会についてのご感想は？ 

 A  (      島)   １ 非常に有意義  ２ 有意義  ３ 有意義でなかった  ４ どちらとも言えない 
                      〔３・４を囲んだ方は、その理由を記入してください。〕 
    
 

B  (      島)   １ 非常に有意義  ２ 有意義  ３ 有意義でなかった  ４ どちらとも言えない 
                      〔３・４を囲んだ方は、その理由を記入してください。〕 
 
 
   ウ．ホームビジットについてのご感想は？ 

 １ 非常に有意義  ２ 有意義  ３ 有意義でなかった  ４ どちらとも言えない  
       〔３・４を囲んだ方は、その理由を記入してください。〕  
                                    
 
   エ．交流会（スポーツ、文化紹介など）についてのご感想は？  

 A  (    島)  １ 非常に有意義  ２ 有意義  ３ 有意義でなかった  ４ どちらとも言えない 
                     〔３・４を囲んだ方は、その理由を記入してください。〕  

 
 

B  (      島)   １ 非常に有意義  ２ 有意義  ３ 有意義でなかった  ４ どちらとも言えない 
                    〔３・４を囲んだ方は、その理由を記入してください。〕  
 
 
 
Ⅲ．自由記載欄 （今回の訪問で特に印象に残ったこと、今後の返還運動への取り組み、参加して  

得たもの、今後あなたが希望するプログラム、これから「参加する人」へのアドバイス  
などについて、ご自由に記入してください。）  

 
 
 

           
団員番号       氏 名           

下船前に事務局までご提出願います。    
  ご協力ありがとうございました。  
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平成１５年度 北方四島交流事業実績（北方四島交流推進全国会議所管分）

訪 問 事 業

○ 一 般 訪 問

訪問団 都道府県民会議 後継者【台風の影響により中止】 北方領土返還要求運動連絡協議会

訪問島 国後島、択捉島 国後島 色丹島、択捉島

世 話 団 体 関東甲信越ブロック都県民会議 日本労働組合総連合会

団 長 蓮池 攻（都民会議事務局長・全国会議副会長) 二又 清 阿部道郎
(日本青年会議所:北方領土・日露関係委員長) (日本労働組合総連合会:総合組織局総合局長)

人 数 ６２人 ３７人 ５９人

6/22（日）結団式 8/ 7（木）結団式・事前研修 9/ 3（水）結団式・事前研修
6/23（月）事前研修・出港 8/ 8（金）出港中止 9/ 4（木）出港

日 程 6/24（火）国後島 9/ 5（金）色丹島
6/25（水）択捉島 9/ 6 (土) 色丹島
6/26（木）択捉島 9/ 7（日）択捉島
6/27 (金) 根室港帰港 9/ 8（月）根室港帰港

(1) 国後島 北方四島交流北海道推進委員会 (1) 色丹島
墓参、 島内視察など との連携事業 ・墓参、島内視察など

(1) 墓参・島内視察など ・元気大運動会(ボールリレー、
(2) 択捉島 (2) ホームビジット でかパン競走、むかで競走、日本の踊り

・墓参、 島内視察など (3) 相互理解促進セミナー など)
備 考 ・対話集会(自然保護・教育問題等) 課題別分科会(3グループ) ・対話集会(3グループ)

・日ロ文化交流(舞踊、ゲーム、書道 ・自然環境班 ・教育、しつけの問題
ダンスなど) ・日露文化班 ・労働問題

・ホームビジット ・社会経済行政班 ・自然保護、環境問題
(4) 対話集会 ・ホームビジット

・分科会まとめ
・全体対話集会 (2) 択捉島

・ 墓参、 島内視察など

○ 青少年訪問（北方四島交流北海道推進委員会と共催）

訪問島 国 後 島

人 数 ６２人〔全国会議推薦分：１７人(岩手、宮城、千葉3、富山、静岡、奈良3、島根3、福岡、佐賀、大分(引率者:島根) 〕

7/30（水）東京集合・ オリエンテーション
7/31 (木) 結団式・北方領土学習
8/ 1（金）出港・国後島（ロシア語講習、ダンス・ゲーム大会）
8/ 2（土）スポーツ交流 ○東 沸＝海岸散策、ゲーム、墓参 ○材木岩＝ハイキング、ゲー

日 程 ム、ホームステイなど
8/ 3（日）ウォーキングラリー、相互理解促進セミナ－、コンサート、キャンプファイヤー

など
8/ 4（月）根室港帰港、釧路へ移動（釧路泊）
8/ 5（火）東京へ移動・解散

後援：内閣府、外務省、文部科学省、全日本中学校長会、全国都道府県教育委員会連合会、
日本ＰＴＡ全国協議会

備 考
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専 門 家 訪 問 事 業

○ 教育関係者派遣（北方四島交流北海道推進委員会と共催）

訪問島 択 捉 島

人 数 ６１人〔全国会議推薦分３８人 (青森、岩手、宮城、山形、福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、神奈川、新潟、山梨、長野、富山、石川、岐阜、静岡、愛知、
三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、和歌山2、鳥取、岡山、山口2、愛媛、福岡、長崎、熊本2、大分、宮崎、鹿児島、沖縄)

7/24（木）結団式・事前研修会
7/25（金）出港

日 程 7/26（土）択捉島 (墓参、島内視察、教育関係者等との意見交換、ホームビジットなど）
7/27（日）択捉島（島内視察など）
7/28 (月) 根室港帰港

後援：内閣府、外務省、文部科学省、全日本中学校長会、全国都道府県教育委員会連合会
日本ＰＴＡ全国協議会

備 考

○ 日本語講師派遣

訪問島 択 捉 島 国 後 島 色丹島【台風の影響により中止】

日本語講師 鈴木千恵、白築 健 山野みどり、山下昌代 瀧谷澄子、内藤 勝

6/23(月）根室港出港 6/29（日）根室港出港 8/ 8（金）～9/ 8 (月）
6/24(火）（国後島上陸) 国後島

日 程 6/25(水) 択捉島 ～ 滞在(37日間)
～ 滞在(33日間)

7/27(日) 8/ 4（月）根室港帰港
7/28(月）根室港帰港

・受講者数 54人 ・受講者数 102人 ・ 子供未習
(子供Ⅰ【7年生以下】22/うち未習16、既習6) (子供Ⅰ【7年生以下】33/うち未習26、既習7) ・ 子供既習
(子供Ⅱ【8年生以上】16/うち未習9、既習7) (子供Ⅱ【8年生以上】14/うち未習8、既習6) ・ 大人未習
(大人 16/うち未習6、既習10) (大人Ⅰ【入門】 29/うち未習15、既習14) ・ 大人既習

備 考 (大人Ⅱ【初級】 26/うち未習7、既習19)
授業(3クラス編成) 会場

授業(4クラス編成) 穴 澗＝人道支援プレハブ
会場 紗那中等学校 倉庫（現図書館）

会場 友好の家 斜古丹＝斜古丹中等学校
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受 入 れ 事 業

○ 一 般 受 入 れ

回 数 第 １ 回 第 ２ 回

受 入 れ 地 熊本県（熊本市等）(熊本県北方領土対策協会) 奈良県（奈良市等）(北方領土返還要求運動奈良県民会議)

団 長 クドレフスカヤ・ナジェージダ・アレクセエブナ(公共職業安定所所長:国後島) ルサコフ・アレクサンドル・ニコラエビッチ(クリル地区副地区長)

人数・構成 ７５人【男21、女54(国後35、色丹12、択捉28)】 ７１人【男22、女49(国後26、色丹18、択捉27)】

5/16（金）花咲港入港(ロシア船)、釧路泊 9/18 （木）根室港入港(国後迎え:日本船)、釧路泊
5/17（土）熊本泊 9/19 （金）奈良泊
5/18（日） 〃 9/20 （土） 〃

日 程 5/19（月） 〃 9/21 （日） 〃
5/20（火）根室泊 9/22 （月）根室泊
5/21（水）根室港出港、送り(3島巡回:日本船) 9/23 （火）根室港出港(国後送り:日本船)

・対話集会（７グループ） ・対話集会（７グループ）
・ホ－ムビジット ・ホ－ムビジット
・日本語講座 ・日本文化体験（茶杓作製）

備 考 ・学校（熊本市立藤園中学校、熊本大学教 ・県内視察（東大寺、 県立万葉文化館、菜園視察な
育学部附属中学校、東海大学宇宙情報セ ど）
ンター）視察など ・スポーツ交流

・熊本日日新聞社、同新聞博物館視察

○ 青 少 年 受 入 れ

受 入 れ 地 東京都

団 長 サモイロワ・リュドミラ・アレクサンドロブナ(地方公務員：択捉島）

人数・構成 ５０人〔青少年４５人（男２２、女２３）、引率４人、同行医師１人〕【国後17、色丹13、択捉20】

7/10（木）根室港入港(3島迎え:日本船)、北方館、 北方四島交流センター(ニ・ホ・ロ)、 (釧路泊)
7/11（金）関東国際高校交流会、(都内泊)
7/12（土）板橋区長表敬、 帝京中学・高校交流会、東板橋体育館、天祖神社、（東京泊）

日 程 7/13（日）帝京中学・高校生と都内視察（ＮＨＫ、浅草、お台場）、（東京泊）
7/14（月）根室泊
7/15（火）根室港出港(3島送り:日本船)

後援：内閣府、外務省、文部科学省、全日本中学校長会、全国都道府県教育委員会連合会
日本ＰＴＡ全国協議会

備 考
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北 方 四 島 交 流 実 績 
 
 
１．日本側からの訪問  

① 平成 ４年度   ６回   ２６８人 

② 平成 ５年度   ９回   ４１８人 

③ 平成 ６年度   ７回   ３２４人 

④ 平成 ７年度   ８回   ３７１人 

⑤ 平成 ８年度   ９回   ４２２人 

⑥ 平成 ９年度  １１回   ４６０人 

⑦ 平成 10 年度  １２回   ４３０人 

⑧ 平成 11 年度  １６回   ６８７人 

⑨ 平成 12 年度  １５回   ６５８人 

⑩ 平成 13 年度  １６回   ６８６人 

   ⑪ 平成 14 年度  １４回   ６６２人 

   ⑫ 平成 15 年度  １１回   ５４６人 

    

       合  計 １３４回  ５,９３２人 

 

 

２．北方四島側からの訪問（受入） 

① 平成 ４年度   ５回   ２３２人 

② 平成 ５年度   ８回   ４０６人 

③ 平成 ６年度   ６回   ３４２人 

④ 平成 ７年度   ７回   ４２６人 

⑤ 平成 ８年度   ７回   ４２０人 

⑥ 平成 ９年度   ８回   ４１９人 

⑦ 平成 10 年度   ９回   ４４３人 

⑧ 平成 11 年度   ９回   ４２９人 

⑨ 平成 12 年度   ９回   ４７４人 

⑩ 平成 13 年度  １１回   ５２７人 

   ⑪ 平成 14 年度   ８回   ３４９人 

   ⑫ 平成 15 年度  １０回   ４５４人 

    
       合  計  ９７回  ４ ,９２１人  
 
※上記の訪問･受入れ人数には、北方四島交流北海道推進委員会等の  
の実施団体分を含む。  
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北方領土返還促進に関する請願実績 
 
昭和４７年 ３月２８日     署名数 １，０００，０００人 
昭和４８年 ９月１８日      〃 １，６３４，５７７人 
昭和５１年 １月 ８日・９日     〃 ３，０００，０００人 
昭和５２年 ２月 ９日      〃 ３，０００，０００人 
昭和５３年 １月 ６日      〃 １，３６５，４２３人 
昭和５４年 ２月１３日      〃 ２，５００，０００人 
昭和５４年１１月３０日      〃 ２，５００，０００人 
昭和５５年１１月１２日      〃 ３，０００，０００人 
昭和５６年１２月２３日      〃 ４，０００，０００人 
昭和５８年 ２月１４日      〃 ４，０００，０００人 
昭和５８年１１月 ８日・５９年３月２２日    〃 ７，３８２，２３１人 
昭和６０年 １月３０日・３月３１日     〃 ２，６５２，９５１人 
昭和６１年 １月２８日      〃 ２，０００，０００人 
昭和６１年 ５月１０日・１１月１８日    〃 ２，４０８，３５４人 
昭和６２年 ９月 ５日      〃   ５５２，１９０人 
昭和６３年 ２月１９日      〃 ２，０００，０００人 
平 成 元 年 ２月１４日      〃 ４，０００，０００人 
平成 ２年 ４月１３日      〃 ３，００４，２７４人 
平成 ３年 ３月１２日      〃 ４，８００，０００人 
平成 ４年 ４月 ９日      〃 ２，８００，０００人 
平成 ５年 ４月２０日      〃 １，８００，０００人 
平成 ６年 ６月２２日      〃 １，８００，０００人 
平成 ７年 ５月２３日      〃 １，７００，０００人 
平成 ８年 ５月２１日      〃 １，７００，０００人 
平成 ９年 ６月 ５日・６日     〃 １，６００，０００人 
平成１０年 ６月 ３日      〃 １，６００，０００人 
平成１１年 ６月 ９日      〃 １，８００，０００人 
平成１２年１１月１６日      〃 １，４００，０００人 
平成１４年 ２月１３日      〃 １，５００，０００人 
平成１５年 ３月１１日      〃 １，４００，０００人 
   小   計          ７３，９００，０００人 
平成１６年 ４月１２日      〃 １，０００，０００人 
 
   合   計          ７４，９００，０００人 
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北方四島への自由訪問の実施状況一覧 
 
 

実  施  時  期 訪問者数 訪   問   先 

平成１１年 ９月１１日～９月１２日    ４４人 歯舞群島（志発島：ｶﾌｪﾉﾂ） 

  １２年 ６月 ９日～６月１２日 
７月 ７日～７月１０日 
８月 ５日～８月 ７日 
９月 ２日～９月 ４日 

   ４５人 
   ５２人 
   ３６人 
   ４６人 
小計１７９人 

国後島（白糖泊） 
択捉島（内保） 
色丹島（ノトロ） 
歯舞群島（勇留島：トコマ） 

  １３年 ６月 ７日～６月１１日 
７月 ６日～７月 ９日 
８月 ３日～８月 ６日 
９月 ７日～９月１０日 

   ４３人 
   ４８人 
   ３９人 
   ３６人 
小計１６６人 

択捉島（シヤスリ、蘂取） 
国後島（東沸） 
色丹島（斜古丹） 
歯舞群島（水晶島：茂尻消、ﾎﾞｯｷｾﾞﾝﾍﾞ） 

  １４年 ６月 ７日～６月１０日 
７月 ４日～７月 ７日 
８月 ２日～８月 ５日 
８月２９日～９月 １日 

   ４２人 
   ４６人 
   ４９人 
   ４９人 
小計１８６人 

択捉島（留別、ポンヤリ） 
国後島（ラシコマンベツ） 
歯舞群島（志発島：西浦泊） 
歯舞群島（多楽島：古別、ﾋﾗﾘｳｽ） 

  １５年 ６月 ６日～６月 ９日 
７月 ４日～７月 ７日 
７月３１日～８月 ３日 
８月２９日～９月 １日 

   ３６人 
   ５３人 
   ４６人 
   ５５人 
小計１９０人 

択捉島（紗那、ﾌｼｺｺﾀﾝ、ﾘｺｯﾌﾟｵﾏﾅｲ） 
国後島（古釜布、近布内、瀬石） 
色丹島（相見崎、ﾁﾎﾞｲ、ｷﾘﾄｳｼ、斜古丹） 
歯舞群島（秋勇留島：ｵﾀﾓｲ、志発島：ｶﾌｪﾉﾂ） 

   計７６５人  
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（単位：千円）

漁業 30,000 6,000 19 114,000 22 151,020 20 147,220 7 19,838 240 1,106,804

経営 4,000 2,000 50 100,000 36 108,000 36 108,000 0 0 68 151,900

農林 18,000 4,000 1 4,000 2 3,130 2 3,130 0 775 8 9,780

商工 30,000 4,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1 9,000

計 70 218,000 60 262,150 58 258,350 7 20,613 317 1,277,484

漁業 30,000 6,000 1 6,000 1 16,000 1 16,000 0 755 8 54,712

農林 18,000 4,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

商工 30,000 4,000 2 8,000 2 15,000 1 5,000 3 9,713 24 57,590

計 3 14,000 3 31,000 2 21,000 3 10,468 32 112,302

漁業 70 220,000 59 275,020 57 271,220 7 20,593 316 1,313,416

農林 1 4,000 2 3,130 2 3,130 0 775 8 9,780

商工 2 8,000 2 15,000 1 5,000 3 9,713 25 66,590

73 232,000 63 293,150 60 279,350 10 31,081 349 1,389,786

1,200
特認 2,500

生活 700 600 21 12,544 20 11,150 19 10,450 20 15,210 225 63,821

高校 318 306
大学 606 594

改良 5,000 3,100 13 40,300 14 37,365 10 26,495 22 45,252 288 376,903

転 貸 改良 5,000 3,100 2 6,200 6 18,930 6 18,930 2 1,591 33 64,795

委託貸 改良 5,000 3,100 2 6,200 3 14,600 2 10,600 0 1,784 13 33,195

直 ･ 転
委

新築 18,000 18,000 19 342,000 19 315,750 12 205,000 8 91,303 320 3,080,492

172 483,960 155 461,543 140 333,417 94 194,443 2,422 4,195,950

80,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

40,000 30,000 0 0 0 0 0 0 0 5,227 7 103,341
短期 40,000 40,000 1 40,000 0 0 0 0 0 0 0 0

246 755,960 218 754,693 200 612,767 104 230,751 2,778 5,689,077

事
　
　
　
業
　
　
　
資
　
　
　
金

転

貸

委

託

貸

合

計

合 計

総 計

合 計

生
　
　
活
　
　
資
　
　
金

市 町 村 資 金

法 人 資 金

修学

更生

直

貸
20,239

22,500

84

9 19,064

3046,84247,448

15,100 12

人 数

1,500 15 16,300

平成15年度上半期 貸付計画・借入申込・貸付決定・実行・回収・貸付残高内訳表

1,373 440,788

貸 付 残 高

人 数

100 54,216

170 135,956

83

金 額金 額金 額 金 額人 数人 数

8

平　　　成　　　15　　　事　　　業　　　年　　　度　　　上　　　半　　　期
貸 付 実 行 回　　収

（平成15年 9月30日現在）

貸 付 決 定

貸 付 限 度 額 貸付平均見込額
 資 金 別

　　 年 度 別
貸 付 計 画

人 数 金 額
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（単位：千円）

漁業 30,000 6,000 19 114,000 8 81,150 10 84,950 42 222,021 206 966,233

経営 4,000 2,000 20 40,000 32 41,100 4 6,600 68 151,900 6 10,100

農林 18,000 4,000 1 4,000 0 0 0 0 2 1,685 6 8,095

商工 30,000 4,000 0 0 0 0 0 0 0 1,000 1 8,000

計 40 158,000 40 122,250 14 91,550 112 376,606 219 992,428

漁業 30,000 6,000 1 6,000 0 0 0 0 1 8,761 7 45,952

農林 18,000 4,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

商工 30,000 4,000 2 8,000 3 21,100 4 31,100 2 10,729 26 77,961

計 3 14,000 3 21,100 4 31,100 3 19,490 33 123,913

漁業 40 160,000 40 122,250 14 91,550 111 382,682 219 1,022,285

農林 1 4,000 0 0 0 0 2 1,685 6 8,095

商工 2 8,000 3 21,100 4 31,100 2 11,729 27 85,961

43 172,000 43 143,350 18 122,650 115 396,096 252 1,116,341

1,200
特認 2,500

生活 700 600 23 14,240 17 10,400 17 10,700 36 13,793 206 60,728

高校 318 306
大学 606 594

改良 5,000 3,100 11 34,100 6 22,428 8 27,148 26 41,796 270 362,255

転 貸 改良 5,000 3,100 1 3,100 1 4,500 1 4,500 4 10,612 30 58,683

委託貸 改良 5,000 3,100 1 3,100 1 3,000 2 7,000 0 2,418 15 37,776

直 ･ 転
委

新築 18,000 18,000 18 324,000 6 110,900 12 192,950 7 129,380 325 3,144,063

70 402,040 42 162,814 51 254,040 125 243,392 2,348 4,206,598

－ － － － － － － － － － － －

40,000 30,000 1 30,000 0 0 0 0 0 12,737 7 90,604
短期 40,000 40,000 1 40,000 2 80,000 2 80,000 2 80,000 0 0

115 644,040 87 386,164 71 456,690 242 732,225 2,607 5,413,542

貸 付 限 度 額 貸付平均見込額
 資 金 別

　　 年 度 別
貸 付 計 画

人 数 金 額

平　　　成　　　15　　　事　　　業　　　年　　　度　　　下　　　半　　　期
貸 付 実 行 回　　収

（平成16年 3月31日現在）

貸 付 決 定

人 数

8

金 額金 額 金 額人 数

平成15年度下半期 貸付計画・借入申込・貸付決定・実行・回収・貸付残高内訳表

1,337 420,390

貸 付 残 高

人 数

0 0

165 122,703

3

人 数

1,500 16 10,950

金 額

21,640

23,500

2

9 23,753

391,242636

10,500 13

総 計

合 計

生
　
　
活
　
　
資
　
　
金

市 町 村 資 金

法 人 資 金

修学

更生

直

貸

事
　
　
　
業
　
　
　
資
　
　
　
金

転

貸

委

託

貸

合

計

合 計
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（単位：千円）

漁業 30,000 6,000 38 228,000 30 232,170 30 232,170 49 241,859 206 966,233

経営 4,000 2,000 70 140,000 68 149,100 40 114,600 68 151,900 6 10,100

農林 18,000 4,000 2 8,000 2 3,130 2 3,130 2 2,460 6 8,095

商工 30,000 4,000 0 0 0 0 0 0 0 1,000 1 8,000

計 110 376,000 100 384,400 72 349,900 119 397,219 219 992,428

漁業 30,000 6,000 2 12,000 1 16,000 1 16,000 1 9,516 7 45,952

農林 18,000 4,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

商工 30,000 4,000 4 16,000 5 36,100 5 36,100 5 20,442 26 77,961

計 6 28,000 6 52,100 6 52,100 6 29,958 33 123,913

漁業 110 380,000 99 397,270 71 362,770 118 403,275 219 1,022,285

農林 2 8,000 2 3,130 2 3,130 2 2,460 6 8,095

商工 4 16,000 5 36,100 5 36,100 5 21,442 27 85,961

116 404,000 106 436,500 78 402,000 125 427,177 252 1,116,341

1,200
特認 2,500

生活 700 600 44 26,784 37 21,550 36 21,150 56 29,003 206 60,728

高校 318 306
大学 606 594

改良 5,000 3,100 24 74,400 20 59,793 18 53,643 48 87,048 270 362,255

転 貸 改良 5,000 3,100 3 9,300 7 23,430 7 23,430 6 12,203 30 58,683

委託貸 改良 5,000 3,100 3 9,300 4 17,600 4 17,600 0 4,202 15 37,776

直 ･ 転
委

新築 18,000 18,000 37 666,000 25 426,650 24 397,950 15 220,683 325 3,144,063

242 886,000 197 624,357 191 587,457 219 437,835 2,348 4,206,598

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

40,000 30,000 1 30,000 0 0 0 0 0 17,964 7 90,604
短期 40,000 40,000 2 80,000 2 80,000 2 80,000 2 80,000 0 0

361 1,400,000 305 1,140,857 271 1,069,457 346 962,976 2,607 5,413,542

事
　
　
　
業
　
　
　
資
　
　
　
金

転

貸

委

託

貸

合

計

合 計

総 計

合 計

生
　
　
活
　
　
資
　
　
金

市 町 村 資 金

法 人 資 金

修学

更生

直

貸
41,879

46,000

86

18 42,817

6948,08448,084

25,600 25

人 数

1,500 31 27,250

平成15年度 貸付計画・借入申込・貸付決定・実行・回収・貸付残高内訳表

1,337 420,390

貸 付 残 高

人 数

100 54,216

165 122,703

86

金 額金 額金 額 金 額人 数人 数

16

平　　　成　　　15　　　事　　　業　　　年　　　度　　　
貸 付 実 行 回　　収

（平成16年 3月31日現在）

貸 付 決 定

貸 付 限 度 額 貸付平均見込額
 資 金 別

　　 年 度 別
貸 付 計 画

人 数 金 額
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（単位：千円）

回 収
人 数 金 額 人 数 金 額 金 額 人 数 金 額

漁業 3,496 8,704,962 3,494 8,669,962 7,704,229 206 966,233

経営 3,957 5,539,820 3,929 5,505,320 5,494,720 6 10,100

農林 173 179,265 173 179,265 171,170 6 8,095

商工 2 13,000 2 13,000 5,000 1 8,000

計 7,628 14,437,047 7,598 14,367,547 13,375,119 219 992,428

漁業 93 249,857 93 249,857 203,906 7 45,952

農林 25 12,080 25 12,080 12,080 0 0

商工 723 1,243,082 723 1,242,832 1,164,870 26 77,961

計 841 1,505,019 841 1,504,769 1,380,856 33 123,913

漁業 7,546 14,494,639 7,516 14,425,139 13,402,855 219 1,022,285

農林 198 191,345 198 191,345 183,250 6 8,095

商工 725 1,256,082 725 1,255,832 1,169,870 27 85,961

8,469 15,942,066 8,439 15,872,316 14,755,975 252 1,116,341

生活 1,211 461,986 1,209 461,536 400,808 206 60,728

改良 2,191 2,582,297 2,188 2,574,797 2,212,541 270 362,255

転 貸 改良 234 559,440 234 559,440 500,757 30 58,683

委託貸 改良 176 376,430 176 376,430 338,654 15 37,776

直 ･ 転
委

新築 995 6,736,710 984 6,550,010 3,405,948 325 3,144,063

8,694 12,123,825 8,675 11,927,069 7,720,470 2,348 4,206,598

165 139,600 165 139,600 139,600 0 0

17,545 33,106,446 17,496 32,839,940 27,426,396 2,607 5,413,542

借入申込・貸付決定・実行・回収・貸付残高内訳表

787,818

617,038

367,427

494,335

2,5682,568

1,319

合 計

　　　 年 度 別

1,337 420,390

貸 付 残 高

165 122,703

昭  和  37  年  ～  平  成  15  事  業  年  度　累  計

618,808 1,316

貸 付 実 行

4,810,351 7 90,604

総 計

217 2174,900,955 4,900,955

合 計

生
　
　
活
　
　
資
　
　
金

市 町 村 資 金

法 人 資 金

修学

更生

直

貸

（平成16年 3月31日現在）

788,154

貸 付 決 定
 資 金 別

事
　
　
　
業
　
　
　
資
　
　
　
金

転

貸

委

託

貸

合

計
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【平成15事業年度資金の調達状況・参考】

（１） 長期借入金

借　入　先 借　入　金　額 借　入　期　間 借入利率 備　考

円 %

道 信 漁 連 46,700,000 平成 15.12.25～22. 5.25 0.53 有担保

農林中央金庫 187,500,000 　　　15.12.25～22. 6.25 1.15 〃

北 洋 銀 行 53,100,000 　　　15.12.25～22. 6.25 0.53 〃

道 信 漁 連 100,000,000 　　　16. 3.31～22.11.25 1.65 無担保

北 洋 銀 行 100,000,000 　　　16. 3.31～22.12.25 1.65 〃

合　　計 487,300,000

（２） 短期借入金

　　　借入実績なし

（３） 長期借入金の残高状況

借　入　先 期　首　残　高 当　期　借　入 当　期　返　済 期　末　残　高

円 円 円 円

道 信 漁 連 1,716,500,000 146,700,000 292,500,000 1,570,700,000

農林中央金庫 1,917,200,000 187,500,000 353,100,000 1,751,600,000

北 洋 銀 行 1,819,800,000 153,100,000 295,100,000 1,677,800,000

合　　計 5,453,500,000 487,300,000 940,700,000 5,000,100,000
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平成１６年　３月３１日現在

（自　昭和３７年度　～　至　平成１５年度）

資 金 別 貸 付 決 定 比 較 表

商工資金
6.0%

市町村資金
0.7%

農林資金
0.9%

法人資金
23.3%

漁業資金
69.1%

    事 業 資 金
 
   20,982,621 千円

個人事業資金
48.2%

生活資金
36.6%

法人資金
14.8%

市町村資金
0.4%

　  総　　 　計

   33,106,446 千円
　

 改良資金
29.0%

新築資金
55.6%

生活資金
3.8%

修学資金
6.5%

更生資金
5.1%

     生 活 資 金

   12,123,825 千円
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平成１６年　３月３１日現在

（自　昭和３７年度　～　至　平成１５年度）

地 区 別 貸 付 決 定 比 較 表

根室市
46.8%

根室支庁管内
31.9%

富山県
5.9%

その他道内市町村
13.5%

その他
道外市町村
1.9%

　　 総　　 　計

    33,106,446 千円
　

根室支庁管内
41.3%

根室市
53.0%

その他
道内市町村
4.4%

道外市町村
1.3%

   事 業 資 金

   20,982,621 千円

根室市
36.2%

根室支庁管内
15.5%

富山県
14.1%

その他
道外市町村
4.8%

その他
道内市町村
29.4%

     生 活 資 金

   12,123,825 千円
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